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特別記事 2001年のノーベル賞自然科学3部門の受賞者が決まる
一野依良治名古屋大学大学院教授が化学賞受賞-
2001年のノーベル賞自然科学3部門の受賞者が決まり、野依良治名古屋大学大学院理学研究
科教授が化学賞を受賞された。
自然科学3部門の受賞者と受賞概要について紹介する。
1 .科学技術トピックス
1.1ライフサイエンス分野
(1)抗体を用いたフVオン;荷台照の可能|白河ミされた
スクレイピーやウシ海綿状脳症などの原因となるプリオンは伝染性の異常蛋白質である。高感度
の臨床診断法が開発されつつあるが、治療法の開発はなされていなし、。
プリオン蛋自に対するもっとも強力な抗体で、は病原性プリオンの増殖がとまるだ、けで、なく、既存の
病原性プリオンが速やかに除去されることが報告された。
この研究は、マウスの培養細胞系での研究であるが、プリオン病の予防や治療に一石を投ずると
ともに、プリオン病発症のメカニズム解明の手がかりを与える可能性がある。
(2)フoロバイオティクスの経口投与によるアトピー疾患の予防
プロバイオティクス(probiotics)とは「健康に対して良い効果を示す、生きた微生物あるいはそれを
含む食品」のことであり、その摂取により、病原菌感染の減少、免疫調節作用、ガン予防、腸内菌叢
の改善(による腸内環境の改善)などに効果があることが示されてきている。
アトピー性皮膚炎などのアレルギー疾患に対して、実際にプロバイオティクスが有効な対策となり
うるとの報告がされた。
1.2情報通信分野
(1)超高速波長変換を用いたWDM/OTDMマルチフ。レクサ
光通信の高速・大容量化に従って、ファイバや波長ご、とに行き先を変更する全光回線交換装置が実用化
されつつあるが、今後、波長や信号速度も変更できる装置が求められる。 B.E. OlssonらはlOGbps・4波長の
波長多重信号を40Gbpsの光昭滞IJ多重信号に変換する断tiを開発した。相互位相変調とバンド、ノミスフィル
タを利用しており、構成が簡単で、、光一光変換であるため高速の信号変換にも同じ技術で対応できるとし、う
利点がある。
1.3環境分野
(1)陸域生態圏における環境負荷物質の挙動解析ツールの開発
重金属などの環境負荷物質の挙動を鰯庁・予測できるシミュレーション・コードが、原子力分野における環
境中に放出された糊惟物質の挙動研究において開発された。
1.4ナノテク・材料分野
(1)高い誘電性と金属的な導電性を合わせもつ有機化合物
東北大学の豊田直樹教授の研究グループ。により、金属的なのに絶縁体のように高い誘電率をも
っ有機化合物が世界で始めて発見された。
(2)金属同様に高速加工が可能な新セラミックス
物質・材料研究機構の金柄男主任研究員他により、引張りや圧縮を比較的自由に行なえるなど、
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高温でとしづ条件ながら、金属並に高速加工できる新しいセラミックスが開発された。
(3)フラーレンで 117Kの超伝導
ノレ一セントテクノロジー社ベル研究所の Schδnのチー ムは、 FET(電界効果トランジタ)型構造をも
っフラーレンC60単結晶が 117Kで超伝導が起こることを発見した。酸化物高温超伝導体やフラーレ
ンの超伝導機構が再び問い直されることになろう。
(4)カーボン・ナノチューブ使用の論理回路
米国IBM社は、カーボン・ナノチューブを利用した論理回路を開発したことを発表した。 Si系の材
料だけで構成する場合に比べて、更に小型で、高速動作し、低消費電力のチップを実現する可能性
があるとしづ。
1.5エネルギー分野
(1)国際熱核融合実験炉(ITER)の工学設計活動完了報告会講演「核融合エネルギーへ
の期待J
ITERの工学設計活動完了報告会において、核融合炉、 CO2回収火力、宇宙太陽光、太陽光・
風力、次世代核分裂炉の5つの発電方式について、資源、環境負荷、コスト、安定供給、安心感の
5つの観d点から優劣を定量的に比較した結果、核融合炉はいずれの点でも大きな欠点を有しないと
の発表が行われた。
1.6製造技術分野
(1)メソポーラスシリカ系触媒研究の進展
新しい触媒系の構築を目指した種々の検討がなされてきた直径 2"-'50ナノメートルの均一なメソ
細孔を有するメソポーラスシリカでは、最近、実用化に向けた研究が進展しており、そのうち、ここで
はて3つの研究を紹介している。
1.7社会基盤分野
(1)歩行者の安全と生活環境改善のためのITS研究が本格化
土木学会土木計画学研究委員会では、実用化に向けての理論的かっ実証的な研究を本年10月
から3年間の予定で開始した。
自動車交通の安全と円滑を目的としていた従来のITS研究から、人や自転車や生活環境を守る
ITSへ拡大するための研究開発が本格化することは大きな前進である。
1.8フロンティア分野
(1)超小型衛星(100kg以下の MicroSate!lite)の奨め
大学やベンチャー企業等で、比較的手軽に設計、開発でき、コスト面でも格段に安上がりな超小型
衛星を活用しようとしづ動きがある。海外では開発が進み、それを支援するシステムも整うなど人工
衛星技術は劇的に変革しつつある。
しかし、わが国では、一部で取組みがあるものの十分で、はなく、衛星開発等の総合的な技術力の
維持発展のためにも、超小型衛星開発とこれを支援するシステム整備が望まれる。
(2)日本の南極地域観測隊による南極煩石の近年の大量発見
ここ数年、日本の南極地域観測隊は南極において大量の阻石を採集し、国立極地研究所の保
有量は 16700個に達し、世界ーである。
これらの中には、火星や月から来た聞石、新種や希少種の陪石が含まれている。隈石は地球外
の天体や、太陽系形成時の出来事や進化過程の重要な情報源である。これらの研究に対し、今後、
多方面の研究者の参加が望まれる。
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2.特集 スーパーコンビュータの動向
スーパーコンピュータのハード、ウェア動向として、日米の最先端スーパーコンヒ。ュータ開発プロジ
ェクト「地球シミュレー タJとIASCIJを紹介する。日米の開発戦略に相違があり、日本は科学技術計
算のハイエンドを追求したベクトル型並列コンヒ。ュータを開発し、米国は業務利用市場へも適用可
能なスカラー超並列型コンピュータを開発している。一方、低価格な PCクラスタが出現し、そのコス
トパフォーマンスの良さが、注目されているが、並列性やデータ転送を考慮した利用法が求められて
いる。
スー ノ《ー コンヒoュータの応用分野の動向として、気象予測、地球環境予測、バイオインフォマティ
ックス、物質シミュレーション、構造解析、流体解析、天体力学、素粒子物理学、核融合シミュレーシ
ヨン、データマイニング、経済予測・金融工学の各々における利用状況を概観している。また、バイ
オインフォマティックスは、スーパーコンピュータの利用導入によって起きた新分野で、あるOスーパー
コンビュータは産業分野のみならず基礎科学研究分野にて重要な基盤技術となっていることを示
す。
3.特集サイバーセキュリティ対策
一国家の重要インフラをいかにサイバー攻撃から守るかー
本稿では、政府がし、かにサイバー攻撃から電力、通信、金融等の重要インフラを防護する
かについて論評する。米国同時多発テロに対する報復攻撃が続いている現在、米国のみなら
ず世界中でテロリストによる逆報復が懸念されている。米国で炭そ菌患者が発見されて以来、
生物テロが注目され、サイバーテロの脅威はこの影に隠れているが、各地で厳戒態勢が敷か
れている現状を考慮すれば、バーチャルに実施で、きるサイバーテロが発生する可能性は非常
に高い。このため、政府は早急にサイバーセキュリティ対策を講じることが肝要である。ま
た、重要インフラは産業が所有するものが多いが、これがダメージを受ければ国レベルの混
乱が生じる可能性が高いため、産官連携でセキュリティ対策に取り組むことが求められる。
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糊リ記事 2ω1年のノー ベル賞自然科学3音附の受賞者が決まる
一野依良治名古屋大学大学院教授が化学賞受賞-
2001年のノーベル賞受賞者が 10月 8日から 12
日にかけてスウェーデ、ン王立科学アカデ、ミーなどから
発表され、野依良治名古屋大学大学院理学研究
科教授が化学賞を受賞された。
以下に 3部門の受賞者と受賞理由の概要を紹介
する。また、化学賞については、公式の受賞理由に
基づき紹介する。
1.自然科学3部門受賞者と受賞理由の概要
(1)物理学賞
受賞者
Eric A. Cornell (米)
;コロラド大学準教授
Wolfgang Ketterle (独)
:マサチューセッツ工科大学教授
Carl E. Wieman (米)
:コロラド大学教授
受賞理由の概要
理論的に予想されていたボーズ・アインシュタイ
ン凝集状態を実験的に初めて実現し、凝集体の性
質を明らかにした。ボーズ・アインシュタイン凝集を
実現するに至った物質の制御技術は、精密測定
やナノテクノロジーなどの分野へも革命的な応用を
もたらしつつある。
(2)化学賞
受賞者
William S. Knowles (米)
:元米モンサント社研究員
野依良治(日)
:名古屋大学大学院理学研究科教授
K. Barry Sharpless (米)
:ラホヤ・スクリプス研究所教授
受賞理由の概要
二つの鏡像分子の一方のみを合成する(r不斉
合成J)ための触媒を開発した。
詳細は2.化学賞の受賞理由を参照。
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(3)生理学・医学賞
受賞者
Leland H. Hartwell (米)
:フレッド・ハッチンソンがん研売ゼンタ一所長
R. Timothy Hunt (英)
:英王立がん研究基金研究所主席研究員
Paul M. Nurse (英)
:英王立がん研究基金研究所総長
受賞理由の概要
真核細胞生物(真菌、動物、ヒト)や植物の細胞
周期を制御する鍵となる分子を同定した。これらの
基本的な発見は、細胞増殖の理解に重要な貢献
をし、がん治療への展望を切り開いたものと考えら
れる。
2.化学賞の受賞理由
多くの分子には、ちょうど、左右の手のように、互いに
鏡像関係、にあるこつの形が存在し、このような分子
は「キラル」と呼ばれる。自然界では、しばしばこの中
の一方が数多くあり、そのために特に生物にとっては
鏡像関係にあるどちらか一方のみが有用で、もう一方
は有害な場合がある。医薬品にはキラルな分子から
出来ているものがかなりあり、この二つの形の違いが
生死に関わることすらある。このため、二つの形を
別々に作ることが極めて重要である。
本年度のノーベル化学賞受賞者は、二つの鏡像
体の一方のみを合成(不斉合成)することを可能とする
重要な反応の触媒分子を開発した。この触媒分子自
身もキラルで、あるが、自らは消費されることなく、目的
とする鏡像体分子の合成反応を促進する。
受賞者は、新しい性質を持った分子や物質の合成
を可能にする全く新しい研究領域を開拓した。これら
の基礎研究の成果は、抗生物質、抗炎症薬、心臓病
治療薬など数多くの医薬品の工業生産に用いられて
いる。
Knowles博士は重要な反応である不斉水素化反
応に有効な遷移金属を含むキラル触媒分子を初めて
発見した。この研究はすぐに工業化され、パーキンソ
ン病の治療薬 L-DOPAの合成に用いられた。
野依教授は不斉水素化触媒をさらに発展させた。
BINAP一遷移金属(特に BINAP ルテニウム)触媒
分子を開発して一般性の高い不斉水素化反応が可
能となったO 野依教授の研究は抗生物質や抗菌剤の
工業生産に用いられた。 BINAPについては図表 1
を参照。
Sharpless教授はもう一つの重要な反応で、ある
不斉酸化反応に対し有効なキラル触媒を開発した。
Sharpless教授が開発したアリルアルコールの不
斉エポキシ化およびオレフィンの不斉ジヒドロキ
シ化反応は極めて有用な反応である。
なお、野依教授の略歴は以下の通りである。
昭和36. 3 京都大学工学部卒業
同 42. 9 工学博士
同 47. 8 名古屋大学理学部教授(平榔.3まで)
平成 8. 4 同大学大学院理学研究科教授(現在ま
で)
同 9. 1 同大学大学院理学研究科長・理学部
長(平成11.12まで)
同 12. 4 同大学物質科学国際研究センタ
(現在まで)
同 12. 4 文部琳学省判学技術・学術審議会委員
同 13. 4 日本学術振興会学術顧問
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(賞)
昭和53.12 松永賞(I新有機合成反応の開発と
その反応」に対して)
同 57. 5 中日文化賞(I新有機化学反応の開
拓と生理活性物質合成への応用j に
対して)
同 60. 4 日本化学会賞(I新規有機合成反応
開拓に基づく生理活性物質の合成J
に対して)
平成 3.10 カークウッド賞(米国化学会・エー
ル大学)
同 5. 1 朝日賞(I不斉合成を目的とする分
子触媒の研究」に対して)
同 5. 4 テトラヘドロン賞(英国)
同 7. 6 日本学士院賞
同 9. 9 アーサー・ C・コープ賞(米国化学
会)
同 10.11 文化功労者
同 11. 3 キング・ファイサル国際賞(サウジア
ラビア)
同 12.11 文化勲章
同 13. 1 ウオノレフ賞(イスラエル)
同 13. 6 ロジャー アダムス賞併姐位争@?)
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1 .科学技術トピックス
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿(10月号は9月8日より10月5日まで)を「科
学技術トピックス」としてまとめたもので、す。センター において、関連する複数の投稿をまとめ、また必要な情報
を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのまま
掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。
1.1 ライフサイエンス分野
(1 )抗体を用，¥t=.プリオン病治療の司制動句有された
Ä 空乏1..一v噂てf壬f仁-一-ピご.~.I空立-を乞f海-綿拡
る盈-三Z之r里:!l旦..オオ-どはー 伝染性虫異常ー 蛋良質ゴ之島五Q ・ー直感庫
。臨床診ー開法だ開発.主主1.，00あ五主主ー :ー冶ー療法ーの開ー
発はなさh3-:どない.Q._
カリフオルニア大サンフランシスコ校の
S.B.Prusinerらの報告 (Nature(2001) vo1.412 
No.6848 Page 739-743) によると、 _'1.~..手tr.軍且
t;対ー士.~.拡ー俸の2..7..1;.~.上ーだ細胞表面ー句正常Z
!l.?:t~J.;結金.~.-:ç愚原健~Z".~.?:玄f之空り手
iι;~血且室土る盈~.p.企.9___一一-一..(さ?一 E色剖主リiι5ζ.h一七?子-と.tj車Jりl!t.~鉱主主支広務鹿
住之!l.オー~.Iり増翼民ιま.9.立:1土交!t.三ーλー既ftり廟
犀位~Z".~.オ7之が速土台J;.除去ー主.:fk9..<t..この研究は、
抗体によりプリオン病の予防や治療ができる可能
性を示唆するとともに、プリオン病に対する治療
薬の正常プリオン上の標的を同定する可能性を示
している。
.三の研ー賓J主;L.Y..立A (J)境養銅胞!?j主主位唖J.t:立.it
るーが.，ー全ま:"""C"主り~.2.己主ヨーだな必ョ立三f立オ~~痛­
.C!.T.防司令治震K-:-:主主投Iー るーととーも.l;"..正賞ーZ"}.
丈::..-rーなーらI.?青原性~Z".~.;fぷ，.....ーの変ー換りー;.1!..-:-'.~ざ1うー解
明り芽ーがな旦主主之五百態位Æ~9..o...
( (財)住友病院 豊島久真男氏、(株)ワイエス
ニューテクノロジー研究所 上田正次氏より各々
投稿いただいた。)
(2)プロバイオティクスの経口投与によるアトピー
疾患の予肪
三7'旦三ぷ.cゴf
iι主封:.1，..::丈.良ど効去.を~Ì喜一生主主微生物あーるーV¥位
うと:h.主食.む食品_L_(Q.三とであり、その摂取により、
病原菌感染の減少、免疫調節作用、ガン予防、腸
内菌叢の改善(による腸内環境の改善)などに効
果があることが示されてきている。近年、特に欧
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州においてプロバイオティクスの様々な疾患に対
する臨床効果、作用メカニズムの解明などについ
て学術的な研究を推進する機運が高まっている。
世界1I;:先寝耳ーは:て f，機能性食品ι史概念玄.生み立、Lλ
ーー f!特定民健周食品」ーの剥度ーをjt.~..J二l主主旦杢j三お
y.~.-:ç .t.1:.~.子三:f..;f.T.1.乏~.l;対.土.る.関I.J.~~J主高ま-0
3-:.~.~.~主.)--ー欧月tU;比ーf万三宝刀研窓者ーり広点~.J主主
主ー 三ーなどし
フィンランド Turku大学の E. Iso1auriらのグ
ノレープによる報告 (TheLancet (2001) vo1.357 
Page 1076-1079) は、家族歴からその子供がアト
ピーになる危険性の高い母親 159人を対象に、乱
唾E量りーご三三.._(!-.é!_(L~9Þ.l!ff.!l!l.~一法制鰐金一主出車貰i
g三士週周)--及。生主主lーた義生虫~;.~..7.}l閉.経旦的
!;最長.1:立場:合:，..~..1".~をりヱ.上._I;~.'::1主反膚奈 (J)司発
症J害ーが.>..-;!乏土ーìf-対t~聖護i三対ん:主主会J主主:::?j乙ー主
主ーを:?f.1:ーたAー出生後のより遅い時期からの投与効
果を調べたこれまでの研究と比べて、発症抑制の
効果は大きかった。
Z.J:X:-:-:-.位皮膚交ー主ーとり'.z:.!-::'.~!:主土産患~;担.~
3-:λ一実際KZ".~.♂J壬;f:"t:.1.空-22.在効.なー対集.とーな
旦j..{?~能ー位ーを'.?f.k立点ゴ三重要.なー報告ー支良る~9__最
近の自然免疫が獲得免疫に影響を与える分子メカ
ニズムの解明の進展とも呼応し、:会Jき.1:.~!.~1.主
主ゴー?.~ろーが免疫~&~主主j調節i."J仁五三~P.三ーさ主句研.賓
の発展.~~期徒主主L豆9--
保京大学だ諦完農学生命科学宥開↓戸塚護問
1.2情報通信分野
(1 )超高速波長変換を用いた WDM/OTDMマルチ
プレクサ
光通信の高速・大容量化に従って、信号を光のま
まで回線交換する全光回線交換装置が注目されて
いる。光信号を電気に変換せずに回線交換するので、
超高速の信号に対応できること、回線の速度や容量、
信号プロトコルが変わってもハード、ワエアを大きく変
えずに対応できることがその利点である。
現在，2z1_子三二とλ主t;:j主波長ζとJこJi主主ーを変.
聖一I:る全主国務J交ー換装置が実用ー{じさ-れ.00;あ;るがλー
全後一三波長子計三景速.度t_変更，~主る全lf;固辞交換装
置が必:要JEなるーと雪之られ:る。
B_ E. Olsson (カリフォルニア大サンタパーパラ校)
らーはー__1_9_Ç;Þ.p_~_'_ 4一波長虫波長多重(WP.切よ雪f~:号ー主
4QG_~R~_ り先ー時公費l多重S_QIP_~)竺信-7まι家携土9.
技術を開発したと IEEEPhotonics Technology 
Letters 9月号に発表した。産業技術総合研究所
土田英実氏から報告があったO
波長の異なる 10Gbpsの WOM光信号4本と、こ
れらとは波長の異なる連続光を分散シフトファイバ
中に同時に入射して、相互位相変調②により連続光
を位相変調する。さらにバンドパスフィルタを用いて
連続光の変調成分のみを取り出すことにより、最終
的に 40Gbpsの OTOM信号に変換するものである。
はじめの 10Gbps光信号には時分割多重のために
各25psの時間差を付けてある。
相互位相変調を用いた信号変換自体は目新しい
ものではなく、 NTT、ル一セントなどの研究機関で、デ、
マルチプレクサ(多重化解除)技術として用いられて
いる。光通信では振幅に情報を載せて伝送するの
で、通常は位相変調だけでは不十分であるため、干
渉計などを用いて位相変調を振幅変調に変換する
必要がある。
この文献の新しい点は、相互位相変調とバンドパ
スフィルタを利用して、位相変調から振幅変調に変
換している点で、壬法武空~f主_Þ.~y日~;(t-!.~~手~?_1!!:
タを用いることによって、構成が簡単になる。また、
主一二主変一換支怠るた-φ'-~ーより高ー速jりー{言;号ー変換J;t_聞
は主衛宝、対ー応J立さ9.とそ没者リ点だあ9.。
WOMの波長チャネル当たりの伝送速度増大に
対_'=-::l_，j~速の玄繰り信長を複数集り三高ー速免幹
穆J_.三f幸ー続士五t.:と、λ OーTD.はー をー周ど:王伝送容量玄在
効に利用するシステムが必要になると考えられる。
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WDM と-Qr-RM.ーりー閉ーの1~~ごZ壬士主主ーなる重要
な蕊.術豆、あ益。今後はシステム全体の簡素化と変換
効率の増大が課題である。
用語説明
①波長多重(WOM)、光時分割多重(OTDM)
A.B，Cの3本の信号(回線)がある場合、それぞれを異な
る波長の光信号として1本の光ファイバで送るのが、波長
多重(WavelengthDivision Multiplex)、ごく短い時間で回線
をA→B→C→Aと切り替えて一つの光信号として送るのが
時分割多重で、これを光信号で行うのが光時分割多重と
呼ばれる方式である。時分割多重の場合、多重化された
信号の速度は元の信号より多重度倍速くする必要がある。
現在の波長多重通信装置では多数の回線(10Gbpsなら
64kbpsのISDN回線で約15万回線)を電気的に時分割多重
して10Gbpsの光信号とし、これを波長多重している。
②相互位相変調
光ファイバの非線形性により発生する光効果の一つ。
波長多重を行った場合に、他波長の信号光の on-o仔に
より光信号の位相が変動する。波長多重通信ではノイズ
源となる。
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1.3環境分野
(1 )陸揚生態圃における環境負荷物質の挙動解析
ツールの開発
環境会聖子ー支活周主h.1).~9.~ィヨま占~E:J主L原.1-.力
会野7ごりJ研究成是主義展主堂土ーも(J)古川三フー も見b
h盃Q.原子力施設から放射性物質が異常放出された
ときの拡散予測を三宅島火山性ガスの広域拡散シミ
ュレーションに応用した例、大気拡散予測システムが
原子力関連の民間企業によって商業化され、大学、
地方自治体、企業などに活用されている例などが挙
げられる。更に、農林水産省と日本原子力研究所は
共同してウンカ類の中国大陸から日本への飛来を高
精度で予測できるシステムを開発している。このような
志気拡散壬測なと1;長はるー研究.成JIld;.~J.き.続y.~.-:ç.，­
環境会ー 晋'1ご暫たな研究"展開主構築士五と具込主札9.，.
陸揚.生態関J三おtt.~環境負置物質ーの挙動解ー費r2，ご
止が開発主むた旦
環境中に放出される放射性物質が一旦地面に達
した後の動きは複雑であり、これまで予測できるシス
テムがなく、予測手法の確立が望まれていた。日本
原子力研究所、京都大学原子炉実験所、放射線医
学総合研究所等の共同研究開発グループは、原子
力委員会と文部科学省が進める原子力基盤クロスオ
ーバー研究の一環として、放射ー性物質笠む環境負斑
:物質'(J)陸越生態圏J'三おj土る挙動主館前~:.T測丈る.た
りE・q?.v.t.周1..:::.ご~f...M_QÇ.M(阻i.g!".!!!~~~... _QLÇ虫明見
主9.~m~m~，肢を閉発.l，-;).JI.本.厚壬ÎJ.空会愁~q?;t._会1
おkど\-玄丈3発発苦~表l，ピfた乱
MOGRAは、地表面の実際の土地利用形態(森林、
畑、水田等)を考慮し、種々の環境中での物質の動
きを予測する計算コード、であり、動的モデ、ル解析部を
中核とし、グ、ラフィック・インター フェイスによる入出力
部や各種データの格納部等から構成されている。本
発表では、大気一土壌一植物系における放射性物
質ストロンチウム 90の動的移行モデ、ルが例として示
された。
MOGRAは、環境科学や環境リスク評価の分野で
使われる汎用的研究ツールであって、ユーザーが取
り扱いやすいように工夫されている。また、対象物質、
対象地域、空間的スケール、物質移行モデ、ル式等の
設定は、ユーザー自身が行えるようになっている。こ
のコード開発グ、ループは、今後、放射性物質の環境
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中での動きに関する基礎データ整備や、数値地図シ
ステムとの結合等による実用化研究を進める計画を
立てている。この計画が実現されることにより、農住物
?と珂}_I_I_本立ー との放射盤動質1己主る汚染り種度史的
確J三う予測主主五主三巴な弘.{菅川なþq?鉱閉*~本ー制
限埜虫防ー袋対策1;査長:主るtq?~.期設さh三~.~:Þ.Q.
本ヨ;ご:Etちー放射ー位ー物質ーの他~~;λー土壌土@)IJ.詩.り.
重金属L農薬λ環境主lv王~隻りー警動解賀三~&周l:f
きる。例えば、農薬がある耕作地に散布された場合、
近隣の畑、水田、河川、地下水の汚染評価などへの
適用が可能である。さらに、 MOGRA利用者を対象とし
て定期的に開催が予定されている会合を通して、環境
分野以外の様々な分野における基本解析ツールとし
ても活用されるものと期待される。
1.4ナノテク・材料分野
(1)高い誘電性と金属的な導電性を合わせもつ有
機化合物
東北去完全153手院理雪合研完型企里民草樹一教授ー他(J)
4者究:2!l::三?で!~_，_金属的主導電性を持フ二友~、L重
気量通さーなど組縁ー体~j;_c!!_みι生ーじ9主思Þc札T~_~立
[高i~_~誘ー電f生」主fJtJ主主主":)λ金層的主査1理化.金物全J発
晃!ててたと発表~!c:_tÇ，Q_昨年、白川英樹筑波大学名誉教
授他がノーベル化学賞を受賞した「導電性高分子(プ
ラスチック)Jは、言わば「絶縁体(プラスチック)が金
属JIこなった例で、あるが、今回はその逆の「金属的な
のに絶縁体のような性質Jをもっ化合物を見つけ出し
たことになる。
この性質は、導電性有機化合物の「 λ一(BEDT-
TSF)2FeC14 J で発見された。 ζり1じ;合.動ーは_>_~~広三
!~!5__り関支電一気主通l~金属的な性質ーをー保5ーなだf?_，ー
唾].，\誌Jltt:生玄も":)=主主~þ_;9_~?ー たι一方、高温側の
103K以上では誘電性をもたない金属状態となり、低
温側の llK以下では、電気を全く通さない絶縁体状
態となる。物質内で導電性の高い領域と誘電性の高
い領域が交互に並んでいると推測されている。
(2)金属同様に高速加工が可能な新セラミックス
物質三拡掛互理雪機構:_m;城県":)三1.車)の金柄男ー主
佳研完員ー他l主λー~!?張型芳圧績をー比較的且血j;11:な
えるなど、高温ではあるが金属並に高速加工できる
新L-].， \芳_?_~'Z1~室開発Lたo二股l;>_~空三三_';j_ 1_~ろ~(主
金属ーl;比~~Jt熟I生全耐食性長優ι~二J友L却I点
難L三醇聞がーな主~9と-V1?ー たX.点lがあ~"?_t::.._ー だλー全国(J)
新7!_ι71りー開発j;点り-~-全後航空ー機:号車一りー三号之:/:/
部品ー 讐;うー の応ー 用t;はずみーが_"2¥主ー期持主主].，るιこの
結果は 9月 20日付の英国科学誌 Natureにも発表
された。
研究グ、ループは、セラミックス材料であるジルコニ
アとアルミナ、スヒ。ネルを混ぜ、 4:3:3の構成比となる
複合セラミックスを作製したO 真空中で 16500Cに熱し
て、両側から引っ張る実験をした結果、元の長さの
11.5倍に伸びても破断しなかった。特筆すべきことは、
同じ力で引っ張った場合、従来のセラミックスの約
3000倍の速度で伸び、高温に熱すれば短期間で加
工で、きる可能性がわかったことであるO 同グループは、
今後加工できる温度を下げる等、実用化に向けた研
究に取り組む計画を立てている
セラミックスの新特性を見出した研究としてばかりで
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はなく、実用化の面でも注目に値すると考えられる。
(3)フラーレンで 117Kの超伝導
Jv'τ:竺:/上主1.jp_?三社ー さJv'研賓毘りー Sch釦_ρり-
z:ゴ:ゴ了.)み主戸三~!は主〉λ一 FEτ工_(電界-効J黒黒k乏;ヒf三.，'三三芳乏幻~~型f構葬造主t>_~ヨ"J7
?乏-τ?甘て乞-ι
発-旦昆~ピAた9_FET 型構造を作つてゲ一ト電圧を印加し
て、界面に大量の伝導を担う正孔(キャリア)を作るこ
とによって超伝導が起こる。同グループは 2000年夏
の段階で、同様の FET型構造を持つ純粋のアラー
レンで、の実験によって、 52Kの超伝導を発見している
が、今回は、 CHBr3(トリブロモメタン)をドー プ(添加)
した C60単結晶を用いた。これまでに、フラーレンの
格子が大きくなると臨界温度が増加することがわかっ
ているが、 CHBr3のドープによって結晶格子が膨張し
ており、そのために臨界温度が増加したと理解できる。
今回以上に格子を膨張させることができれば、フラー
レンで「室温超伝導」が実現する可能性もある。
従来、フラーレンの超伝導の機構は格子振動で説
明できるとされている。格子振動が起因する超伝導は
BCS型超伝導と呼ばれ、この場合、臨界温度は 30
'"'-'40Kが上限と考えられている。もし、今回の CHBr3
をドープしたフラーレンの超伝導が BCS型であるなら、
その臨界温度の上限は一気に 3'"'-'4倍以上になるこ
とになる。
今回の発見は、臨界温度が 100Kを上まわる酸化
物高温超伝導体の超伝導の機構についても議論を
呼び起こすと見られる。酸化物高jf.!l:超1孟芽生白場ー合
法入超王振動主援会主主9J?_Ç$_機構~I主主ピ者_~y_~
超:伝導機構!;~_国土るーと_~_~2主主左点ζ札主主、J主主
読:立あ2立ム~~~~，_~?五J三続].，'"玄 117Kーとな9ι酸
也:物ー 高混超伝導体土2_?_二kどの超伝導機構_;9g堅
g閉l~_~wrー されーるJ二とj三なる29_
(4)カーボン・ナノチューブ使用の論理回路
恭一周IB聖H土ーは〉ー P._=君、~_._士一どま三-二?で主主1)周L-立ー
論理開跨ーを開発;_!c:立ーζ主を発表した(~_刀___~~_J~JQ_;?_i
系 (J)ー 材技とは:す賛成才:9_場企ι比~-三L夏!;:J~:型:ξ
高速動生い_f~泊費電友Vz::!7ーを実現土9_可能ー性
があるとし、う。試作したのは、基本的な論理回路の1
つである NOTゲー ト①。 Si基盤(ゲート電極)上に
Si02絶縁層を形成し、さらにその上に平行に3本の
金電極を配置する。その聞にp型のナノチューブ、を渡
し、 2つのp型トランジスターを形成するO その半分を
PMMAと呼ばれる絶縁体で被覆した後、カリウム蒸気
9 
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にさらして被覆されてないカーボン・ナノチューブ、をn
型に変換し、 n型トランジスターlこする。その結果、単
一分子の NOTゲートができ、その論理回路特性が
実証された。カーボン・ナノチューブ、は、大きさや構
造の違いによって導体や半導体、絶縁体の性質を示
す。 IBM社は半導体の性質を示すカーボン・ナノュ
ーブだけを抽出してトランジスタを作成する技術を今
年 4月に報告している。但し、論理回路までは構成
で、きていなかった。
ナノテクノロジーを駆使した分野の開発で、今後の
動向をさらに注目して行く必要があると思われる。
用語説明
①NOTゲー ト
0と1の2匙まからなる論理回路であり、 r1JをrOjlこ、 rOjを
r1jに変換する機能をもっ。
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1.5エネルギー分野
(1 )国際熱核融合実験炉(lTER)の工学設計活動完
了報告会講演『核融合エネルギーへの期待』
1992年に日本、米国、 EU、ロシアの4極でスタート
した、国際熱核融合実験炉(ITER)の工学設計活動
(EDA)が 7月 20日に終了したことを受けて(米国は
1999年までの参加)、 8月 10日に都内で完了報告
会が開催され、 9年間の活動経緯と成果に関する報
告の他に、これからの核融合研究の進展や産業応用
に対する期待などが発表された。このうち、「核融合
エネルギーへの期待」と題した(財)電力中央研究所
の岡野邦彦氏の発表について、報告会に参加した三
重大学の松岡守・助教授が次のように報告した。
まず、今後の基幹エネルギーたる条件として、資源
量の豊富さと不偏在性、環境負荷と廃棄物量、コスト、
多様な形態でのエネルギ一安定供給、安全と安心の
5項目を挙げ、これらを完全に満たす回答が知られて
いないとしづ問題提起を行った。その上で、接融会L
ÇQz 回限装ー置け主点ÎL.主直本腸1t.>.友陽7t.~風IL..
~止伐主裏金裂空)50り楚電友式i55-u:玄λ定量ー的主
主じ較検討玄~.?-:çょ企業D笠理ーのたり'_l;閉3主主主した
E時Etim--hAh号担D豆g股豆I仰り旦旦到号n目u法去.(悠広区;号叩E肌n明e呪EιTr号包'g9:惇便e竺'..7.空ぞ~-:(_.で土ご三
上印2ヨ、ごご7士勾i法左去.とも-言主b手-札2ゑ却主幻)主周
師1玄~í工訂v\司J心?〉-正式王の点主閉ーらカオ三L立'Q ー
COz回収装置付き火力は、 COzの回収機能によっ
て環境負荷の低減を行ったとしても、資源絶対量、地
球上の不偏在性に問題を有している。太陽光・風力
は環境負荷、安心感の点では優秀であるが、コスト、
安定供給の点で難がある。次世代核分裂は一般に
与える安心感の点で大きな問題がある。ここで安心
感の評価には事故で飛散した場合にどこまで希釈す
れば安全レベルに達するか、その希釈に要する空気
あるいは水の体積品、う一般の感覚に馴染みゃすい
評価を用いている。
一方、核融合は開発中であるものの、開発されれ
ば資源での制約が事実上ないこと、安定供給が可能
であることなどが特徴である。安全性については、 30
年間の運用で生成される放射性廃棄物に対する経
口リスク指数が、軽水炉に比べ廃炉 l年後では 2桁、
100年後では 6桁も小さくなる。一方、廃棄物総重量
において、沸騰水型軽水炉の2倍になるとしている。弱
点としてコストが指摘されたが、 COz発生の少ない他
の電源とは競合可能な範囲とされている。こうした評
価をまとめると、捧生ーな観点~昆，1:Zç.き!.~忽点主査」
などと~.~2り点接融会史ー畦徴ゴ{.~.'るよ続論f立はる二主
ができる旦
エネルギー源の研究開発においては、環境に優し
いの一点だけで推進論議が高まり、市場に受け入れ
られるレベルまでの低コスト化や安定な発電と供給な
どについて、十分な見通しのないまま普及を図ろうと
するケースが見られる。太陽光発電における製造コス
ト低減、風力発電における既設の電力系統への悪影
響対策などが例として挙げられる。しかし技術開発に
限らず、二股iZLもーり三とl主捧~~.tl:観息企0.~含味t~.，.
訟会.的J;'J詑卸型j開iT.2必ー要があーるI_Q._~とり意味:1ごζりー
報告(f)指蹟l主嬰球深ふー 壬主投芳三金野C携進戦略
l;おど1:~.数多三空1)挙ーさJιた研窓閉発裏且主J実埴土
益二t支~.二秀J;.Ji土J益班究:すあ，.{19.
なお、この報告会の発表については、文部科学省
のホームページ(http://www.mext.go必)のトヒ。ックス
項目 rITER計画jの中で公開されている。
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1.6製造技術分野
(1 )メソポーラスシリカ系触媒研究の進展
直径0.3'"'"'2ナノメートルの均一なミクロ細孔を有
する無機多孔体(フォージャサイト、 MFI型ゼオライト
など)は古くから研究が行われ、その特異な吸着特性
および酸性質などを利用して吸着剤、触媒などに数
多く使用されている。一方、約一!5L堅農前lムー直径;
'"'"'50 土!}ごl!~~均二主:}三朝正Lを.賓土る，}'!;ポ二
7?ろ~~~P.(主ICM二位、.MÇM-=-.1~L. .f'切5二 16 ー主.ど1点合
成主主L 丈ぷ去、ー徒去の3，1..守細f~.~立怯望号lk)t_~.嵩高lt'査
機会壬ーの:合ー成ーなーとを史I.~~J巨額.k)t_~触媒ゑりー構.築主
旦損~た種三りー検討誌な主~_':ç_きた点L最近寒風{じ
に向けた研究に進展が見られる。メソポーラスシリカ
系触媒研究に関する 3件のレポートを以下に紹介す
る。
東京工業大学資源化学研究所岩本正和教授は、
メソポー ラスシリカ MCM-41がアルデヒドやケトンとア
ルコールの反応(アセタール化反応)に対し従来触
媒では見られない高い触媒活性を示すことを報告し
た(2001年 6月 1日、新化学発展協会講演会)。
MCM-41は細孔の壁構造がシリカのみから構成され
ており、強い酸性を持たないと考えられるにもかかわ
らず、酸触媒反応として知られているケトンやアルデ
ヒド類のアセタール化反応に対し、従来知られている
固体触媒に比べ高い活性を示した。 MCM-41がこの
主三E-;Z土空ご止住区民~;;M.k:丈高ど鼠怯を*~.:立ζ
とは'-!;!.~三7Z..~~1!~触接主~.-:(~裁し司~.~N箆位
主主唆土2b.C!と主之ら.札るム
京都大学大学院工学系研究科船引車三教授他は、
既にメソポーラスシリカ FSM-16が酸性を示すことを
見出し、酸性発現に必須な結晶構造について報告し
ているが、今回、 FSM-16の細孔径が触媒作用に与
える影響について、アルコール(2ーブ、タノー ノレ)分解
反応をモデ、ル反応として検討した結果を報告した
(2001年 3月 30日、日本化学会年会)0 2ープタノー
ル分解反応に対する触媒活性は細孔径が小さくなる
に従って向上したとし、う。細孔径によって酸触媒特性
だどのよ2.1三変弘主る止民議論企最史7ごあÞÆ~.本研
君主ー得þ札止傾鼠l主，.:1二記 MCM二1J..E;よÞ.空:上~(f)
/.τ~::-:.~!-:'i包反&のJ~自由ーと類似.k.""(.~ーヨム畑正し箆ーが
:b~~tI:2J壬銭~.\.E.~M.表面(f)歪?t:だl;主三立2立.結
果λ周ft.酸静士主主~~皇位0. むたh~主考察主主1-.{19..
過酸化水素を酸化剤とする酸化反応は、過酸化水
素が高価ではあるものの、環境への負荷が少ない酸
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化反応が構築できる場合がある。チタンを骨格に組
み込んだミクロポーラスゼオライト(TS-l)を触媒とし
て用いてフェノールを過酸化水素で、酸化して 2価フ
ェノールを合成するプロセスが実用化されているが、
広島大学工学部竹平勝臣教授他は、メソポーラスシ
立方一M.ChRj丘ーり骨ー経i主主主(f1?2Æ組み込~0どだー Fe号二
MCM-4刊8がTS-lより高活性な触媒でで、あると報告して
旬~_~~る~__(Ç免鉱1色乱乱Lよ_L旦旦1件住t立Qι\，7_ロ与)N9_~ξ二生μ{
酸化反応では高価な酸化剤を使用するため、より高
い生産性が求められる。本触媒はそのような方向に
沿ったもののーっと考えられる。
メソポーラスシリカ系触媒の研究が進展し、従来
の触媒より優れた性能を有する触媒系が見出され
てきた。今後実用化に向けた更なる検討が望まれ
る。
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1.7社会基盤分野
(1 )歩行者の安全と生活環境改善のためのITS研
究が本格化
土木学会土木計画学研究委員会に設置された ITS
(高度道路交通システム)に関する二つの研究小委員
会は、過去 3年間にわたって ITS研究を多面的に進
め、一定の成果を収めてきた。
これに引き続いて、実用化に向けての理論的かっ
実証的立型君主進時五主的L本年ー10β_(J_~~ョー~j三開C
研究走者可たiζ開始T9(i道路利用の効率化及び環境
負荷軽減のための ITS研究小委員会」、 iITS社会に
向けた交通事故分析に関する研究小委員会J)。
研究テーマは以下の通り。
( 1 ) ITS導入による利用者行動の変化及び利用者
ニーズの分析
(2) ITS導入による広域的・局所的な交通環境変化
の分析
(3) ITSの評価分析ツールの開発に資する研究
(4 )塀新聞に資するi酪インフラ輪車瞥コあり方
(5) ITS時代のサービス水準評価の考え方
( 6 )環境負荷軽減に資する調査方法及び分析ツー
ルの開発
(7)交通需要集中の平準化に資する研究
(8 )地域 ITSの展開
(9) AHS導入計画・有効な運用
(10)既存の安全施策と ITSとの有効な組み合わせ
(11)安全・安心向上のベネフィット算出
(12)分合流の走行支援
(13)積雪寒冷地での安全施策
(14)二輪車・四輪車混在交通への対応。
また、先頃、国土交通省では、学校周辺地域などで
は、自動車が制限速度を超えないよう制御する地域
ITSの実証実験を来年度から始めることを明らかにし
た。
社会的要請の高し、lTSに関して、このような産官学
連携プロジェクトが活発に実施されることを評価したい。
特に、 iな一三三先紅型研窓生ぅS，__f!l用一者三千_-:-:-:~~~:t士会
的J支容I生t_研完対象とな?ZK7.る:二とλ ー2え_lJ且一重力事支
通り一安全と一円一i骨玄.旦的ーと~_-:(~_~た従来0) 1主号研ー究主らL
自動車止らλ交且転車交生活環境主三f_~_U_~::三り研
究・開発・実用化が本格化されることは大きな前進であ
るムすべての道路利用者の交通安全と生活環境改善
に役立つ成果を期待したい。
(茨城大学工学部金利昭氏)
1.8フロンティア分野
(1 )超小型衛星(100旬以下のMicroSatellite)の奨め
現在、わが国の衛星は、巨額の開発費をかけ専問
機関等が製作しており、重量は1トンを超える。これに
対し、主主土台~Z_-t_~企業笠7ごも一比較的主軽};設
計〉ー 開発1ご:乞ヲー J至上りー 面支古蹟段J_C-_安二仁ーだりーりー超生
型の衛星主積極的ι活用1_1-:主2凸_~2動ーさ点字主る且ー
超小型衛星の分類に明確な定義はないが、重量
を目安にすると 100""'500kgを minisatelites、10"'
100kgを microsatelites、10kg以下は nanoまたは
pico satelitesとなる。
通信衛星等についていえば、半導体技術がおよそ
し5年で世代交代するにもかかわらず、 15年のミッシ
ョン期間が要求されるため、性能更新やコストの面で
悪循環になっている。こうした状況に対して、超小型
衛星に最新技術を導入して高機能が達成し、さらに
ヒ。ギーパックや低コストの宇宙上げ手段を利用して打
上げコストを低減させれば、この悪循環に風穴をあけ
られる。
海外では既に超小型衛星の開発やこれを支援す
るシステムが整っており、人工衛星技術を劇的に変
革しつつある(1990年以降年 10機以上のベースで
打ち上げられている。アジアでも韓国は 1992年以降、
既に3機を打ち上げている)。
これに対してわが国では、先頃、宇宙開発事業団
が宇宙科学研究所、航空宇宙技術研究所等と協力
して超小型衛星、「μ一Labsat(マイクロラブサット)2号
機」の概念設計を実施した。また、北海道工業大学を
中心とする産学協同研究グループで、も昨年、世界的
にみて先進の仕様を持つ超小型衛星の試作を行っ
ている。
しかし、その取り組みは決して十分なものとはいえ
ず、現在は我が国l<?)_~Z_:?主主土衛星_l(t;~三子守Ä之
.T士三企業警の製j白g;赴vζー資ー金的玄援は期貸
主主な~_\_，超:1:型衛星りj開発はミー衛星閉発筆。主宙
開発に関わる総合的な技術力の拡大につながるもの
7ごあ仏具ー性的なー対応点望まれるι
(2)日本の南極地域観測隊による南極闇石の近年
の大量発見
主主数一千三_~一本Jりl商極地域観}J{!J_隊はきー南極J三おど
7ご去量:I?!.~員五ーを採集:l--CV ¥るム第 39次隊が Yamato
98関石(1998年採集)4180個、第 41次隊が
Yamato 00 ~員石(2000 年採集)3550 個を採集した結
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果、国立極地研究所の保有する関石は、 1969年に
南極関石の発見以来、合計で 16700個となり世界
ーの保有量となった。これらの中には、火星や月から
来た隙石が含まれ、また新種や希少種の照石が含ま
れている。 Yamato98以前で既に、月隈石7個、火
星間石2個の他、太陽系で最も古い火山岩であるア
ングライト隙石1個、太陽系で最も始源的な炭素質慣
石多数が発見されている。
近年は採集技術の発達により、 1回の南極探査で
採集される隈石の数が以前に較べて飛躍的に増大
し、効率が良くなっている。今後さらに採集を重ね、
新しく発見された慣石の研究が進むにつれ、貴重な
阻石種の発見が期待される。
F員五ー民地表t~<?)去停_<!?J育課主持ョた物質ー主、あり_'l_
友腸ー率五2成時白出来事交進化過程Jり重要ーなー憤弾l~車
交ある旦.またふ全f去の採集主_)_象企ー など点墨蹟:8_ー が
秀晃主札止~[主、公里生命。唖究 F;も進展主bー たら土
であろう。
二札þ<?)市揮~~BJ主ーL国立J極地顎~貫主主らλ庇J'h
目的<?)j_と及L:;配分主ι，-Cおりλ-比-較的的抱容易J巳;2主5主:主す
主る且今全:í鋒去乏-λ三，多志友-面ρ-唖賓煮θ参季-却左qだ望主4主札:壬しる亙弘~Q
(東京大学大明判:完理学系研郷ヰ宮本正道氏)
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2. 特集:スーパーコンビュータの動向
2.1 はじめに
スーパーコンヒ。ュータは、最高の計算能力を持つ
コンビュータとして 1970年代に現れ、コンビュー
タの最上位機種として、その性能を図表1に示すよ
うに着実に伸ばしてきた。本年6月に発表された世
界中のスーパーコンピュータ(住)のランク付け
TOP500 (詳細は本科学技術動向8月号)によれば、
第一位は米国の ASCIブρロジェクトにより開発され
た ASCIwhiteであり、ピーク性能 12_3TeraFlops 
①の計算性能を持っている。一方、日本では来年初
めには 40TeraFlopsをもっ地球シミュレータが稼
働する予定である。
一方、巨大なPCの市場に支えられて汎用プロセ
ッサの開発が強力に進められており、その性能も目
覚ましく向上している。今日のwsやPCは 10年
前のスーパーコンピュータ並の計算能力を持って
いる。明主張衡計算分野ιおい丈_t，-_?_-?_上軍なら-
w三子PC が三喜一三J吏þ.れーる一一よーヨJ;_な~:?_-_ç_~たQ
しかし、 三友1:は.， <基礎型主研窓会.里~rt.~_ど，_立は太
規模な計算企必要とL'玄お守り-~_/手-β三主どーピ王で
完りI生態明l主主乏り，分野り進一展りーヲt-:-生揮¥9.ーなど、
スーパーコンビュータ技術はコンピュータ技術と
してのみならず基盤技術としても重要になってい
る。
このようにスーパーコンビュータを取り巻く環
境が変化しており、本報告では、 スーパーコンビュ
ータの性能の動向、利用形態の動向を述べ、応用分
野の動向から今後のスーパーコンビュータの役割、
期待を述べる。
2.2 ス-1'¥ー コンビュータJ、ードウェアの動向
2_2.1スーパーコンビュータの性能の推移
スー ノξー コ ンビュータの歴史は、1971年イリノ
(住)最近はHPC:ハイパフォーマンスコンビュータと
呼ばれることが多いが、 ここでは一般的な名称である
スーノ号ーコンヒ。ュー タを使う。
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イ大学による ILLIACIVの開発と、 1976年 Cray社に
よる商用機Cray-1の出荷に始まっている。その後、
1980年はじめに米国にてスーパーコンビュータが
急速に発展し始め、それを追って日本も進出した。
90年代には、米国では、ベクトル型スーパーコン
ビュータが衰退⑤し、 wsやPCで使われている汎
用のプロセッサを並列に結合したスカラー並列型
スーパーコンヒ。ュータを開発してきた。一方、日本
では、ハイエンドコンピュータと してその高速化を
追求し、ベクトル型スーパーコンピュータの高性能
化が進められてきた。
三三子三三三~_ピヲ: でー--:.:J_v.月'1場ーは乏り.閉発費~E~:民
較_!-:--_~主主:_~__三ーな1t'主役、周り':/0 三三雪上ー巴よ急支
援点太主主影響玄与之-:(y_~亘9_ 日本も米国も最先端
のスーパーコンピュータ開発のプロ、ジェクトを進
めており、それを以下に紹介する。
(1 )米国の ASCI プロジェクト CAccelerated
Strategic Computing lnitiative) 
1995年にスター トした ASCIプロジェクトでは、
エネルギー省(DOE)傘下の3研究所が、ハードウェ
アメーカーを支援しつつ最高性能のスーパーコン
ピュータの開発を進めている。
10一年開l三H9_Qj意門ーを_f主主_L之、2004年!;:;_ピ三乞
性能 100T託手~f)~p_与 Iり実現を:JL標ーと L-亡どゑ9・ー
図表1 スーパーコンビュータの性能の推移
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で数少ない日本が持つ優れた技術である。
ただし、スーパーコンビュータの性能要素はプロ
セッサ方式のみならず、メモリ構成方式、ノード間
データ転送方式にもある。ここにシステムが高価に
なる要因がある。また、スーパーコンビュータでは、
大小の差はあるがプロセッサは並列化されており、
効率のよい並列化手法の開発が重要で、ある。スーパ
ーコンビュータの性能要素の特徴を図表2にまと
めた。
Science & Technology Trends 
2.2.2 PCクラスタ型の登場
PCのプロセッサの計算性能が飛躍的に向上し
てきており、多数の高性能PCを高速ネットで結合
したPCクラスタが登場してきた。結合された PC
を同時並列に実行させることによって、スーパーコ
ど主:子.二空:並 (J)性態.~廉{匝iζ実現.~.-:(Y.ど巳，\ユ?工-る
は商用システムも実現してきており、日本でも新情
報処理開発機構(RWCP)が研究開発を進め、それに基
づく商品化も計画されている。
PCクラスタにおいて、プロセッサ 1000台で
Linpak550GigaFlops①の性能が実現で、きており、今
後プロセッサの性能向上とともにその性能も向上
する。トップのスーパーコンヒ。ュータに比べれば見
劣りがするが、コストパフォーマンスの良さが注目
される。ただし、並列処理さと旦巳開l~.T:ご.~.転送量
スーパーコンビュータ性能要素の特徴
ベクトルプロセッサl科高効学技率術計算用専用設計で計算が
スカラー プロセッサ 汎用目プ覚ロセッサで低価格。性能向上が ましい
並列化 上位クフススーパーコンビュータでは、プロセッサを並列に複数持つ
超並列 1000以上の並列。高並列化ソフトウェア開発が重要
複数速プメモロセッサ聞でメモリを共有。
共有メモリ 高 リアクセスが実現。広範な
データに頻繁にアクセスする計算で
プロセッサごとにメモリを持つ;ロ面セヲッ
分散メモリ ロセッサのメモリアクセスはプサ開通信によるため低速。 PCクラ
スタは分散メモリタイプ
プロセッサ開通信 上位クフスは専用品速を、 PCクフスタは汎用LANを採用
図表2
既に、 1996年 10月に iASCI redjが1.8TeraFlops、
1998年 10月に iASCIbluejが 3TeraFlops、2000
年 6月に iASCI Whi tejが 12.3TeraFlopsを達成し
た。さらに、2002年には、30TeraOPS(約 24TeraFlops
相当)の iASCI Qj 納入を計画している。
このような高性能を実現するために、 ASCIは汎
用のプロセッサを多数並列に結合させたスカラー
超並列型コンビュータを採用している。 iASCI
Whi tejでは、 8192個プロセッサが並列に結合され
ている。このような超並列型のため、並列処理主勢
率よく実行させるためのソフトウェア開発にも重
点がー置か~:b::I.~.~9 9ー
(2)日本の地球シミュレータ計画
1 旦~..?.~!?:ーら一三友~.'..生00 億円壬算規模 (J)地t;J5
シミュレータ計画がスタートしている。このプロジ
ェクトでは 40T旺ぜJ.9P.!>...を達ー 成主五三二三?三三ど
広三-主主ー閉発.し、地球温暖化予測、異常気象の発
生予測、気象災害の発生予測など地球環境変動の解
明・予測を行う。計算機上に「仮想地球Jを構築す
ることによって地球環境問題の解決、自然災害に対
する対策等へ貢献することを目指している。
地球シミュレータは、ベクトル型プロセッサ
5120個の並列結合、共有メモリ、高速結合ネット
ワーク技術が用いられている。ベクトル型の採用理
由i主主ー気象計算j三おど三位ιz♂~.2三超並列ーヲー/'ービ
三=.~Jι比ー較t.，_ -ζ、 Ä一土;上止並芝1)ヨどーピ三ご.~.!主 5
~J.9._f査り効率がよ1t\;::二ーと_)._ま立〉ー旦オ手足最先端ー技
術室長持.k:I.~.~9 三ι1.;.あ:R.Q..稼働する 2002 年初
めでは世界最高性能を持つスーパーコンビュータ
となる。
プロセッサ
ベク州スカラーろく
プロセッサ
ベクトル/スカラー
??????
(3)日米の開発戦略の相違
米国は、 HPC(ハイパフォーマンスコンビュー
タ)領域では、科学技術計算市場よりトランズアク
ション処理など業務利用市場が大きいことから、一
つのプロセッサの計算能力向上より並列処理でス
ノレープットを向上させることを狙った。スカラー超
並列コンヒ。ュータでは、汎用のスカラープロセッサ
を採用し 1000台以上並列に動作させることにより、
全体の性能を向上させている。一方、日本では、科
学技術計算に適したベクトルプロセッサ路線を継
続し、その高性能化を図り、並列度を小さく押さえ
たスーパーコンヒ。ュータを開発してきている。この
ベクトルプロセッサ技術はコンビュータ技術の中
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を抑えることを考慮した利用法がないとその性能
はでない。従って、 PCクラスタは、構造的に並列
処理が可能な応用、例えば、ゲノム情報処理、 Web
検索エンジンなどで広く使われていくと考えられ
る。
2.2.3専用コンビュー タ
特定の計算タイプを高速に実行する専用プロセ
ッサを設計することによって、スーパーコンヒ。ュー
タ並またはそれ以上の性能を持ち、かっ低価格なコ
ンビュータを作り上げることが可能である。例えば、
粒子間力計算、データマッチング計算部分を専用
LSIで実行する専用コンビュータがあり、天体シミ
ュレーション、たんぱく質構造解析などが高速に実
行白できる。
ただし、ソフトウェアの独自開発が必要な点や常
に性能が向上している汎用プロセッサとの継続的
な競争が課題である。
2.3ネットワーク結合型コンビュータ利用技術の
新しい動きーグリッドコンピューティング
インターネットを介し広域分散コンビューティ
ングを構築したものとして、ピア・ツー・ピア技術
②で PCの余剰時間を集め大規模な計算が可能であ
ることを示した例が出現した。米国癌学会等による
白血病治療薬の候補物質探索の例では、 90万台の
PCが参加し、半年間の提供時間の累積実績で換算
(平均PC能力を 50Mflopsと仮定)すると世界トッ
プクラスのスーパーコンビュータ (4TeraFlops)を
持ったと同等の効果が得られている。高価なスーパ
ーコンビュータに対抗するものとして注目される
が、このシステムの限界は、一つの計算単位が PC
内で完結していること、多くの無償または低価格の
計算ノミワー提供者を集めることにある。
一方、複数の計算センターをネットワークに接続
し、統一的に計算ノミワーを提供しようとする概念が
1995年に提案された。電力グリッドがどこで発電
されているかを意識することなく電力を使えるよ
うにしていることのアナロジーから、グリッドコン
ヒ。ューティングと呼ばれている。ネットワークを介
したスーパーコンビュータの利用であり、計算能力
の高度化が図れるわけではない。科学者がコミュニ
ティを組み、お互いの計算機リソース(計算能力や
?でご竺)一主主之上互ご.~_g;，:接続一」一去ー主化土る.三とー
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i主主旦λ ー '/7 上史子::.7_， __T~三空 (J)埜毘担j周が進みλ
研究が加速できる。米国、欧州にて多くのプロジェ
クトが進行しており、例えば、米国では、 NSFのイ
ンフラ構築の NationalTechnology Grid，物理学
の巨大データベース構築の GridPhysics Network， 
NASAのシームレスなコンピューティング環境構築
の InformationPower Grid， E Uでは、高エネル
ギー物理、地球観測、バイオの研究のための
European Data Grid などがある。英国政府は
e-Scienceプログラムとして Grid技術を核とした
多くの共同研究とそれを可能とするインフラ構築
プロジェクトを進めている。一方、 Grid技術の国
際標準化はGlobalGrid Forumを中心に進められて
いる。
三;ーり~:(_~_L _f誌術ーは〉一野表的iζはλーど:?_~1h__と
二;主~:'bコー誰7ご_1h_ :1:-_L _t_?_三_~)子り~t青報資源!;オー芳一
堂 Jえ.__~干~J恩主;胃ー能Jζんよ三ーとT9_t_りで単なるス
ーパーコンビュータ利用技術ではない。資源の管理
方法、セキュリティ、プライパシ、著作権等の課題
を乗り越えれば、次世代インターネット利用技術と
なる可能性を秘めている。
2.4スーパーコンビュータ応用分野
スーパーコンビュータのニーズ、を概観するため、
主要な応用分野における利用の現状、将来目標を述
べ、将来のスーパーコンビュータに対する要望を探
った。その概要一覧を図表3に示す。
(1 )気象予測、気候変動予測、地球環境予測
天気予報は、従来の経験による予測に加え、スー
ノfー コンビュータを用いたシミュレーションによ
る予測が進展し、その精度は大きく向上してきた。
今後、集中豪雨など局所的予報には、数 kmの積雲
などの記述が必要で、より微細なメッシュモデルに
よる計算機シミュレーションが求められている。メ
ッシュを1/10に微細化すると、 1000倍の計算能力
が必要となる。
気候変動の予測では、エル・ニーニヨ、アジアモ
ンスーン、アリューシャン低気圧など地球規模での
気象現象が日本の気候変動に大きな影響を与える
ことが判明している。しかし、現在は計算能力の限
界から、大気、海洋、地表面、雪氷圏それぞれ個別
のモデルまたは地域モデ、ルのシミュレーションに
留まっている。全地球モデ、ルや大気・海洋統合モデ
ルを構築することにより、気候変動の予測精度が飛
躍的に向上することが期待できる。
また、地球温暖化、森林減少など地球環境の変動
現象の解明は世界的に重要な課題である。その解明
には、全地球データによる大規模シミュレーション
が必要で、あり、その記述精度を 10km程度に向上さ
せることにより、温暖化現象メカニズムのモデ、ル検
証が可能となる。
これらの課題は、来年稼働を予定している世界最
速のスーパーコンビューター(地ー理会~-?;ーヨ V三.~.L主
t;J仮想地球J一堂挿築才ー 2.三とJ三よ旦ぶ唖賓ーが飛曜
的に進展すると期待されている9
(2)バイオインフオマティックス
ィ.~1丈分野;;_1三位τー》遺伝壬情ー曹_(!~;解明主三三τ/"'
三ヨー;ィ:ど三ご一手"1主周土，'ゴ-急進展しており、バイオに
情報技術を取り込んだバイオインフォマティック
スが注目を集めている。現在、ヒトゲノム③の大部
分の配列が解析され、たんぱく質の構造解析に手を
つけたところである。将来的には、細胞分化・増殖
の解明、難病の治療薬の開発、生化学反応の解明な
どが期待されている。
バイオインフォマティックス分野では、約 30億
個のヒトゲノム塩基配列から 3万5千個程度の遺
伝子を解読したり、遺伝子から作られるたんぱく質
の3次元構造解析により 1万種ある基本構造と機
能解明を行うなど大規模なデータから解析が行わ
れている。:云を乞(J)註算i民主並空剤リ処理理-芯閉恥J企L'-支雪あ~2一が，苫L一一複
雑?主:注t鰐型前抗T工'1支ご:泣主並
一般的には 100ωO個レベルまでで、の並列化は可能であ
るがそれ以上は困難があり、アルゴリズムによるプ
レイクスルーが待たれる。
さらに、たんぱく質の化学反応メカニズムは量子
力学に基づく分子化学シミュレーションによって
解析が可能であり、部分的な解析が行われている。
その計算量は分子サイズの4乗に比例するため、計
算量を下げるための近似法が研究されている。現在
。三二三?ご:::z之ど一号三一空一支J#.，_)QQ原王位土I投開
り主イー三.三 Vごー?乙3'/だj計算主主主v'豆，，，.1じ主反応の
解析j;J主主ゴー?.!?_r)?_~~ ，らー三ー}_f才ー開位現象iEJ対:七五
"/三ーヨ.V-二?と旦どがー必要:f.'あ旦.'-..P.~_~!=!ft()p.~_~:弓x
ヒ。ュータが望まれている。
(3)物質シミュレーション
土)_7_?_!_p:_2三鎮域主[-;);_，-物質jり構造雪静ー世主
Science & Techn%gy Trends October 2001 
計算ー機乞，ヨ.V三"/ヨ之J;.1::l<.りるー;二とが.~箆主
主o主主主_I.:.'.9. 9.第一原理シミュレーションと呼ば
れる量子力学に基づく方法では、任意の原子を組み
合わせ、新しい物質や構造をコンピュータ内に仮想
的に作り、その特性を調べることが可能になってき
ている。経験的パラメータを用いる必要がないため、
あらかじめ実験にてデータを取る必要がなく、全く
新しい物質の性質をシミュレーションにて調べる
ことができる。
現主ーはZ三三7三ヨ;とど三三X'!)武算能力企.~ーλ毘
王100'個 V""}VIりー会乙三ー三 Lてご"/ヨー之主主主~~L龍ゴごλ
土LJ5;5仁三止のh.日J;~位置~:I.~.:29..今後は、原子
数を増やし、よりマクロな特性の解析や新物質の生
成法まで、含めた設計の実現を狙っている。計算量は
原子数の3乗あるいはそれ以上で増大するため、計
算量を削減する手法の開発も研究されている。
しかし、現状では計算能力不足から、計算機シミ
ュレーションができる範囲はまだ狭く、今後のスー
パーコンビュータの発展が待たれる。
(4)構造解析、流体解析
構造解析や流体解析は、対象の形状を微細なメッ
シュにて表現し、数値解析が行われる。この数値解
析は、対象の形状が複雑になれば、メッシュの数が
大規模になりスーパーコンビュータによる計算が
必要になる。
構造解析の例では、自動車の構造を計算機上に記
述し、仮想衝突実験により、衝突状況をシミュレー
ションすることができる。スーパーコンヒ。ュータを
用いると衝突解析が短時間(一晩)で計算可能にな
り、衝突解析を設計プロセスに組み込むことにより、
安全を確保した自動車の設計が迅速に実行できる。
流体解析の例では、ビル風のシミュレーション、
自動車、高速列車の空気抵抗解析などがある。簡単
な形状であれば、最近の高性能PCにてシミュレー
ションすることが可能で、あり、広く産業応用に使わ
れている。
一方、実際2現象解析J;J~_>.涼体経費Tー と構造解前ー
なーど:玄同時K解三.連成立ーー三三一 V~ーを:ヨ句 ;ffT1主，~%;:要
主、h..~.:、..~一三/"，'τー ヨ之ど三三_~Æ!必須交あ_~_'L例え
ば、航空機の翼の設計(流体力学+構造力学)、エ
ンジン燃焼解析(熱、化学反応、流体力学、構造力
学)、血管・心臓の血流シミュレーションなど多く
の課題がある。パンタグラフ騒音、トンネル突入音
など流体騒音の解析は、 10億メッシュによる流体
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解析が必要で地球シミュレータクラスのスーパー
コンビュータが必要である。一般に流体解析はベク
トルプロセッサの方が計算効率がよい。また、単純
な流体解析など離れたメッシュ聞の計算が少ない
場合はプロセッサ1万個並列までは可能であろう。
(5)天体力学、素粒子物理学
宇宙初期の揺らぎからの銀河形成、ブラックホー
ルの形成、太陽系での惑星の形成など宇宙の謎を計
算機シミュレーションによって解き明かす研究が
進められている。銀河系を多粒子の重力相互作用と
してモデル化し、スーパーコンビュータまたは高速
重力計算が可能な専用計算機にてシミュレーショ
ンが行われている。
一方、原子核、素粒子などの基礎物理学において
も、微少領域での基本理論に基づき、全体を膨大な
数の微少な領域に分割し、その挙動をスーパーコン
ヒ。ュータにてシミュレーションすることによって、
原子核、素粒子の新しい性質を解明している。
宇宙と原子ともに観測が非常に困難な現象をス
ーノミーコンビュータにより基本理論モデ、ルからシ
ミュレーションを行い、その現象を理解する研究が
進展している。スーパーコンビュータは必須の研究
ツールとなっている。
(6)核融合シミュレー ション
将来のエネルギー源として期待されている核融合
エネルギーの研究において、スーパーコンビュータ
によるシミュレーションは重要な役割を担っている。
核融合プラズ、マは粒子現象と流体現象を同時に解析
する必要があり、その理論体系は完全には確立され
ておらず、粒子と流体の基本法則を膨大な粒子から
なるプラズマに適応する計算が必要である。実験に
よる知見と計算機シミュレーションによる知見から、
プラズ、マの理論体系を構築しつつある。数千万個の
粒子の 1秒以下の挙動のシミュレーションに数日間
を必要としている。今後、電子系の解析を融合させ
ることにより、プラズマの完全なシミュレーション
が可能となる。そのためには、現在のスーパーコン
ヒ。ュータの数万倍の計算能力が必要である。
(7)デー タマイニング
データマイニングとは大規模なデータから有用
な知見を見つけだすことで、人工知能などで研究さ
れてきた学習モデ、ル、言語処理モデルなどに基づき
計算される。データが大規模になれば、高速なコン
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ヒロュータが必要になる。例えば、インターネットの
Web検索では、毎日変化する Webサイトのデータを
収集し、検索するキーワードを収集したデータから
探し出す。その類似度計算は膨大であり、スーパー
コンビュータが用いられる。並列化はやりやすい。
比較的データ規模の小さいデータマイニングでは
高性能PCでも計算できる。
(8)経済予測・金融工学
株、デリパティプなどの取引には数学理論に裏付
けられたモデルがあることは有名である。さらに、
多くの経済要素の相互作用を計算機シミュレーシ
ヨンし、マクロ経済予測を試みる研究も盛んである。
しかし、経済は複雑であり理論モデ、ルの正当性の検
証は非常に難しい。また、電子取引が進んだスピー
ドの世界では事象の伝搬が非常に速く予知できな
い連鎖行動が発生しやすい。
巨大証券会社ではスーパーコンビュータによる
シミュレーションが行われていたが、Pιりー 位態位
向よ，_?:ご./~三二三之ピ三二玄ーででの高値な投資.なーとヨ
ストパフォーマンスの点からスーパーコンビュー
タのニーズ、は減少している2
2.5計算機シミュレー ションの進展
スーパーコンビュータの産業分野での一般的利
用としては、機械λー土オ~-，-建築ーもー電壬ー金野立i主、構
造解析、流体解析などのシミュレーションがあり製
品設計J三也詰豆、--:>"'た主IJ用点ftÞ礼三 !t_~_~_q.小規模
の解析であれば、高性能PCで、も計算可能になって
いる。一方、 βゴ:;;仁、一化主主主ー起型.，ー壬主Jv主三分野
:f、.1 ，.研究開発[;お;J!:.~ーをf三三 V~y ヨ ~ι俵.Þむ
ており、実用の製品設計にまでは至っていない。
計算ー機y三一三k:::-:-Y.?.;て~f主主-^ご広三ヨー~t:";oJ_ゴー
去りー性箆自よーと主.t.E:;.:t~.解明ゴごさ.五範囲.だ拡太
しー;τ."'るAー特に、実験が困難なもの(高温高圧)、
高価なもの(装置、材料)、時間がかかるもの(生
体実験)、入手できないもの(新物質)、危険なもの
(衝突実験、毒性)、観測が困難なもの(素粒子、原
子、分子)の解明にはスーパーコンビュータが不可
欠である。また、従来は単一相、定常状態のような
単純な理想系のシミュレーションであったが、複合
した系を統一的にシミュレーションする連成シミ
ュレーションなど現実にあったシミュレーション
を次の目標としている。このためには、まだまだZ
ーパーコンビュータの性能向上への要望は強い。
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一 '・ -- 司F 曹司岡.. ... -司F 司.- - ・ー.-. -. r司F司ス-/~ーコンビュー 現ビュ状ーのタス利ー用パ例ー コン 将来ビジョン 計算の特徴 ス-/~ーコンビュータヘタ応用分野 の要望
地球温暖化現象の解 |気ルプ象ロ解セ析ッ計サ算がは効ベ司クト メ予ッ測シ精ュ度のを微上細げ化るがた必め
大気モデルと経験パ 率よ
気象予測、地球環 ラメータによる気象
明、異常気象の発生 い。局所現象が全体結 要。メッシュを1/10にすなど気候変動予測、
境予測、地質探査 予測、地質探査によ 集中豪雨など局所気 果に影響を与えるた ると1000倍の計算能力る石油埋蔵予測 象予測 め、微細メッシュによる (TeraFlops級コンビュー大規模計算が必要。 タ)が必要。
ゲノム創薬、オーダー マッチング計算、エネ 計算能力が1000倍向上
バイオインフォマ 遺伝子解析、たんぱ メイド治療、生体機 ルギ一計算などがあ してもマイクロ秒の解析能、たんぱく質の化学 り、並列処理が可能な であり、化学反応シミュティックス 〈質構造解析 反応を量子理論から 部分と複雑な計算を必 レーションには更に
解明(計算化学) 要とする部分が混在。 1000倍は欲しい。
原子100個レベル 新物質・ナノ構造の設 計算能力の限界から完 広範囲のデータに頻繁
物質シミュレーショ の第一原理シミュ 計・創出、その機能解 全な理論計算は微小 にアクセスするため、共レーションにより、物 範囲でしかできない。 有メモリ型が適す。計算ン 質の構造や特性を 析、生成法の解明(計 計算量は原子数の3乗 能力の向上への要望は
解析 算物理) またはそれ以上。 大きい。
自動車衝突の仮想 複数の理論モデルを 複数的のに解理く論連モ成デシルミをユ統
実験。自動車、航空 統一的に解く連成シ 単純な形状の構造解構造解析、流体解 機の空気抵抗の解 ミュレー ション。例え 析、流体解析は高性能 レー ションには、Peta析 析など産業応用が ぱ、エンジンの燃焼シ PC、wsで計算可能。 Flopsコンビュータが必
盛ん。 ミュレーション、生体 要。容易な3次元データ力学シミュレーション 入力、可視化を要望。
銀河形成シミュレー 銀河系の形成メカー 大規模粒子の重力計天体力学、素粒 ション、素粒子・原子 ズム、ブラックホール 算はTeraFlops以上の 専用計算機を利用する l子・原子核物理 核物理論のシミユ 形成メカニズムなど宇 計算が必要。 場合もある。レー ション 宙形成の解明
実験による知見と理 理論体シミ系ュのレ構ー築シとョン実 マクロの流体解析とミク 電子系解析を融合した核融合シミュレー 論モデルに基づき核 時間 ロの粒子間力学を同時 完全なシミュレーションション 融合プラズマをシ 制御により、核融合か に計算。 のためには数万倍の計ミュレー ション らエネルギーを取得 算能力が必要。
Web検索、顧客情 大規模なデータから、 学習モデル、昌語モデ 対象のデータが大規模データマイニング 報・売れ筋商品分析 知見(意味・特徴)を ルに基づく大規模デー になればHPCが必要。抽出 タ計算。 並列処理は可能。
良い予測モデルを確 数学理論モデル、確率 スーパーコンビュータの
経済予測・金融工 マクロ経済予測、株 立し、大規模複雑系 モデルに基づき多くの 利用には経済性が重視
品千崎 価予測 のシミュレーションに 事象の相互作用を計 され、高コストが課題。
より景気変動を予測 算。 多くはPCに移行。
2.6ソフトウェア開発動向
スーパーコンビュータのソフトウェアは、機種依
存の部分がある。科学技術計算ではベクトル処理が
多く、ベクトルプロセッサ用のプログラムは作り易
く、効率よく動く。しかし、ベクトルプロセッサ用
に開発されたソフトウェアは、スカラープロセッサ
では、十分な性能がでない。米国では、ベクトル型
コンビュータが入手できなくなったため、多くのソ
フトウェアはスカラー超並列コンビュータ向きに
書き換えてきている。
ため、並列コンパイラ、並列通信処理など並列コン
ヒロュータに対応したソフトウェアの研究がされて
いる。進国:立法皇~.企2並刻f.l:.t;~.Y1.~旦.Iy_~立お1、
ß.?:年l主全般J;遅h.:( !t.~.る'_9ー
2.7おわりに
本報告で述べたようにスーパーコンビュータの
応用分野は、産業応用に加え、基礎科学研究分野が
多い。特に基礎控芽班費全里r.支l主最*-端(J)A ご広三
三之ど三~_?_:主用_~_~9_~.ー と.t主主フー;玄ー新_k!t.~:発展ーだ
起こっている。例えば、米国はバイオ分野において
バイオと情報技術を結びつけ、バイオインフォマテ
一方、並列コンヒ。ュータでは、並列性を考慮した
プログラムでないと性能が十分引き出せない。この
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イツクスという新しい分野を起こした。この分野で
は、スーパーコンピュータが重要な役割を果たして
いる。さらに、ベンチャーを育成し新産業創出をも
狙っている。地球環境変化の予測の問題もスーパー
コンビュータによる解明が試みられ、豊かな社会へ
の貢献が期待されている。このように、スーパーコ
ピーピ三ご乏F~よj立?と主主 V'ご."/'ヨー~J主，良然王子主人
主主f三三T.V..~:t，- f土会経菌性空会ーど多接会分野ι
むたる~f塁弾ーなー現象主高速E;支全l;解法:主~9.ーも役立
あ~.?.，-一割主誌貨ー土産業(1)重要な基盤誌貨支\あーあーーー
スーパーコンビュータ利用のニーズは依然とし
て強く、バイオ、物性シミュレーション等において
現在の100 "' 1 000倍速いPetaFlopsコンピュータを
望む声が大きい。過去スーパーコンビュータの性能
は4""'5年で 10倍向上してきた。このトレンドが
続くとすれば、 2010年までには PetaFlopsコンビ
ュータの実現が予測される。ただし、これを実現す
るには関連する技術を精力的に開発し続ける必要
がある。 *J国[立t:t既ιY~:t:?_fJ~P.与ーヨー;てこt:'子子ーご完走JI.
標主.1:ーたま酉.定議論i~t主主.~.'-9. 9..この背景には、ス
ーパーコンヒ。ュータは、科学技術の重要な基盤技術
であり、また、米国で、は防衛技術の一つで、もある。
その市場はその開発費を十分提供できるほど大き
くない。そのためスーパーコンヒ。ュータ技術の育成
支援が必要であるとの認識があるからであろう。
旦本(1)A~ζ__，三二三之J:;~.:::-.=.~.誌討すJ主i三〉ーで~J:-.立壬.
T@.支~J主*-J国主ーは異ーな立た独且技術ー主保持一l己主ーお
り_)_玄り優位性(1)，検討ー をー 会及};."O;匙f主りー 三二三?ご
;:Jどーピ三二i戦略玄検討ー土了~~.:-!ごみ:る.2.9 ーまた.，単
t;つ三ーE2王z.t，J.~.?.り検討(1)みみ-なな一-ら-ヲ空空応-用分金:里野T王-良企攻1
色り粟望
?ち_9_ス一パ一コンピユ一タが米国のみの技術となれ
ば、コンビュータ分野のみならず、基礎科学研究分
野でも影響を受ける恐れがあるだろう。
一方、ソフトウェアに関しても日本においては、
そ-り重要ー 位点士会.1;.認識主ι主おらず:t.主主課題
7てあ.9.9一分子化学での有名なソフトウェア
Gaussianを作った Pople博士は、理論を確立した
Kohn博士とともにノーベル賞を受賞している。し
かし、日本ではソフトウェアの評価が低く、特に理
学部系ではソフトウェア創作のみでは博士号が取
れないのが現状である。研究評価に新しい視点を加
える必要があると思われる。
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用語説明
①GigaFlops、TeraFlops、PetaFlops
G(ギガ)は 109、T(テラ)は 1012、P(ペタ)は 10150Flopsは1秒
間に浮動小数点計算を何回行えるかという、計算機の演算
性能指標の一つ。ベンチマークにはLinpackという線形方程
式を解くプログラムがよく用いられる。
②ピア・ツー ・ピア技術
インターネット上の不特定多数の個人間で直接情報のや
りとりを可能とする技術。多数のコンビュータを相互につない
で計算パワーやファイルを共有することが可能となる。
③ヒトゲノム
ヒトの遺伝情報の全体像をさし生命の設計図とも言える。
細胞の核にある染色体に含まれるDNAには30億個の塩基
対があり、その塩基配列の3%が遺伝子と言われている。
④連成シミュレーション
Multi-Disciplinaryシミュレー ション、マルチスケー ルシミュ
レーションとも呼ばれ、複数の理論モデルを統一的にシミュ
レーションすること。例えば、流体解析と構造解析を同時に
解く血流シミュレーション、ミクロレベルの量子力学理論とマ
クロレベルの古典物理学を同時に解く破壊現象解析などが
ある。
⑤米国におけるベクトル型スーパーコンビュータの衰退
米国においては、メインフレームのメーカーはスーパーコ
ンビュータに参入せず、Cray社など専業メーカーが技術と市
場をリー ドしていた。80年代に参入した日本のコンビュータメ
ーカーは半導体技術を含めた総合技術力で、 80年代後半
には米国メーカーを追い越してしまった。90年代前半からは
メインフレームのダウンサイジングが起こったことにより、ベ
クトル型スーパーコンビュータへ新たに参入する企業はなく、
また、Cray社も経営不安定となり開発競争力を落とした。
1996年のダンピング課税問題以降、米国ではトップクラスの
ベクトル型ス-/~ーコンビュータは購入できなくなった。 2001
年5月にダンピング課税は取り下げられたが、その間米国で
|まスカラー超並列型スーパーコンビュータにカを入れてき
た。
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3.特集:サイバーセキュリティ対策
一国家の重要インフラをいかにサイバー攻撃から守るかー
情報通信ユニット清貞智会、客員研究宮山田肇
3.1はじめに
2001年9月1日、米国において同時多発テロが起こり、
米国のみならず世界中が混乱の渦に巻き込まれた。わず
か数十名の実行犯によるテロ攻撃が、数千人におよぶ死
傷者を出す大惨事を引き起こし、また、数日間にわたって
都市機能を麻睡させたのである。
さらに、米国主導による報復攻撃が続いてしも現在、テ
ロリストによる逆報復の脅威が高まっている。もし逆報復が
あるとすれば、どんな手段が用いられるのであろうか。ま
た、政府はどのような対策を講じべきであろうか。
本稿ではサイバーテロに焦点を絞り、早くからサイバー
セキュリティ政策を進めてきた米国の取り組みを紹介する
ことで、わが国のサイバーセキュリティ政策立案の一助と
する。
3.2サイバー攻撃の脅威
3.2.1逆報復は起こるのか?
10月11日、 FBI(米連邦捜査局)は正式に、「数日以内
に新たなテロが起こる疑いがある」との警告を発した
("Imrnediate Release"， FBI National Press Office)。また、
Washington Postは10月5日付けで、 IFBI、CIA(中央情
報局)および D凶(国防情報局)の担当者が、非公式に上
下両院情報特別委員会の議員に対して、「米国が報復を
行った場合、テロリストは 100%逆報復する。」と報告し
た。 Jと伝えてし、る("FBI，CIA warn Congress of more 
attacks as Blair details case against Bin Laden" ， 
Washington Post)。
3.2.2サイバー攻撃による逆報復
もしテロリストが逆報復するとすれば、どんな手段が使
われるか。テロリストのリソースが少ないことを推察すれば、
逆報復はミサイルを使った武力攻撃で、なく、少人数およ
び低コストで実行できる生物・化学テロやサイバー攻撃で
ある可能性が高い。
実際、米国では次々と炭そ菌患者が発見され、生物テ
ロの脅威が高まっている。しかし、各地でテロに対する厳
戒態勢が敷かれてしも現状を考慮すれば、遠隔地から実
行で、きるサイバー攻撃も生物テロに劣らず非常に大きな
脅威であると考えられる。現に、「親テロ派・反テロ派の支
持者は、それぞ、れハッカーグループを幾っか立ち上げ、
米国企業やイスラム諸国政府などのウェプサイトに対し、
サイバー攻撃を始めている。 jと、サイバーセキュリティ専
門の情報機関である iDEFENSE社は指摘している
(iDEFENSE Report持105540，持105551)。
3.2.3テロリストのサイバー攻撃能力
次にテロリストのサイバー攻撃能力について検討する。
報道では、「ビン・ラディン氏は、ステガノグラフィとしち
技術を用いて極秘にテロ、活動に関する指示を送っていた
疑いが強い。 Jと言われている ("Terrorgroups hide 
behind Web encryption" ， Febru出γ6， 2001， USA 
TODAY)。
ステガノグラフィとは、極秘のテキストや画像データを、
インターネット上にあるテキスト、画像および音声ファイル
等に埋め込んで送る技術である。ジョージメイソン大学の
ジョンソン博士は、ステガノグラフィを使ってデータを埋め
込んだ画像と、埋め込む前の画像を同氏のウェプサイト
(http://www品c.com/stegdoc/ sec313.html)上で対比して
いるが、目視では違いを判断することが困難である。通常、
情報を極秘に送る場合には暗号技術が利用されることが
多いが、情報が隠されていることが明示的な暗号に比べて、
そこに情報が隠されていること自体が第三者に分かり難い
ステガノグpラフィは秘匿性が高い。また、暗号はネットワー
ク上のデータトラフィック傍受システムに検知され易いが、
ステガノグPラフィだと検出される可能性は極めて低い。
また、前クリントン政権下でNSC(国家安全保障会議)
のサイバーセキュリティ部門を統括していたヒュンカー氏
は、 19月11日のテロ攻撃は周到に準備されたものであり、
実行犯達は教養が高く、また豊富な資金を持っていたと
推測できる。もし彼らがサイバー攻撃を行ったとしても、米
国に大きな打撃を与えていた可能性が高い。 jと指摘して
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し、る("U.S.Networks Run Big Risk of Cybelstrikes"， 
Experts Assert， October 3， 2001， Mercury News)。
の不正侵入の試みが頻繁に検出され("Emerging 
Challenge: Security and Safety in Cyberspace"， Ver. 14， 
No. 4， Winter 1995-1996， IEEE Technology and Society 
Magazine)、重要インフラへのサイバー攻撃が国家安全
保障上の新たな脅威で、あるとの認、識が高まってしも。
本章では①サイバー攻撃の脅威、②テロリストのサイ
ノ〈ー攻撃能力について分析した。次章以降では、早くか
らサイバーセキュリティ政策を進めてきた米国に着目し、
米国が同政策に取り組むようになった経緯、および同政
策の概要等を紹介する。
3.3.1サイバー攻撃を想定した演習
1996年3月23日、 DOD(国防総省)のDARPA(国防高
等研究計画局)が、重要インフラに対するサイバー攻撃に
よって引きおこされる様々な被害を想定した演習iThe
Day After…」を行った("Strategicinformation warfare : a 
new face of warぺRogerC. Molander， Andrew S. Riddile， 
Peter A. Wilson， Rand Corporation)。同演習では、図表1
に示すサイバー攻撃のシナリオが想定された。
3.3米国におけるサイバー セキュリティ意識の高まり
ITの発展に伴い、国防、電気、天然ガス、電話、交通
等の重要インフラがインターネット接続されるようになったO
これは利便性を高める一方で、、システムの脆弱性も高め
ている。こうした中、米国では、数年前から重要インフラへ
図表1 想定されたサイバー攻撃
日時(米東部 概要夏時間)
5月1日 NCσがホワイトハウスへ、①fカリフォルニア州北部とオレゴン州の電話回線にトロイの木馬$が仕掛けら
夕方 れ、回線が不通になった。」、②「ワシントン州フオートルイスの軍事基地の基幹回線が DOS攻撃を受
け、通信システムが数時間、機能不全に陥った。」と報告。
5月1 日 カイロ(エジプト)の電力供給システムが故障し、90%の世帯が数時間にわたって停電。
深夜
5月13日 サウジアラビア南東部の大規模石油精製施設にて制御システムが故障、爆発し、火災が発生。
4:00 
5月14日 メリーランド州で運行制御システムに埋め込まれた論理爆弾が爆発し、貨物列車と高速列車が衝突。メ
18:12 リーランド州警察は、「死者60名、負傷者 120名。Jと推定。
5月16日 スコットランドヤードが英首相lこ、「英中央銀行の送金制御システムの 3か所が故障。事態を重〈見た銀
6:00 行首脳部が送金サービスを停止。」と報告。
5月20日 米統合参謀本部の情報戦争計画部隊がrDODのコンビューターの時分割実行制御プログラムに正体不
午前 明のコンビューターワームが蔓延している。」と発表。
5月20日 ジョージア州の2大銀行の ATMシステムがそれぞれ故障し、取り付け騒ぎが起こった。この結果、両銀
12:10 行はATMシステムを閉鎖。
5月20日 アトフンタ地区の CNNニュースセンターからの放送が 12分間不通になった。
12・25
5月20日 CNNが米国のサイバー攻撃に対する脆弱性をテーマにした特別番組を放映。ここでは、当日、全米でサ
15:30 イバー攻撃によって生じた、①ボストンーニューヨークーワシントンDCをつなぐ特急列車の衝突事故、②北
西部の電話回線麻簿、③アトランタのATMシステムの閉鎖、④原因不明のCNN送受信装置の故障、等
について報道。
5月20日 全米ネットおよび地方ネットのイブニングニュースが、「陸軍および海軍のLANや電話回線がサイバー攻
夕方 撃されたため、湾岸地区における米軍の活動に支障をきたしている。」と報道。
5月22日 シカゴのオヘア空港へ着陸寸前のエアパス340型コンチネンタル航空機の機長が、管制塔に、「翼制御
19:44 機器が故障し、航空機を操縦できない。」と報告。
5月22日 オヘア付近の地方警察が、「空港南方の住宅地に大型航空機が墜落。現在のところ、生存者はなし。Jと
20:05 発表。
5月22日夜 英国から「最新のエアパス 330型および 340型航空機のフフイト制御プログフムの全てに精巧な論理爆
弾が仕掛けられている。」との報告を受けた米国連邦航空局は、米国内にいるすべての最新型エアパス
330機、 340機に対して、「飛行中のものは即刻着陸し、エアパス 340型航空機の墜落事故原因が明確
」ー ___lEなるます飛行を禁じる。」と命令。
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5月23日 サウジアラビアの公共回線交換網の制御プログフムがトフツプドアにより改ざんされ、機能不全に陥っ | 
12:57 た。
5月23日 統合参謀本部長は000長官へ、「米国や欧州の大部分の軍事施設において、全面的な情報戦争が進
16:10 行中である。現在のところ、犯人は不明。 jと報告。
5月23日 湾岸地域において複数のレーダー搭載偵察機がコンピューターワームに感染。
19:00 
5月24日 ワシントン DCおよびパルティモアの(有線および無線)電話回線がトラップドアにより機能不全に陥る。
10:30 
5月24日 シカゴの商品取引場で価格が歴史的に変動し、「誰かが取引システムに不正侵入し、価格操作した。」と
13:30 の噂が流れた。
5月24日 ワシントンで緊急に国家安全保障会識が開催されることになったが、電話回線が不通のため、大統領は
午後 関係者を召集できない。
注:NCC : National Communications Center 
トロイの木馬:あらかじめコンビューターシステムに細工し、自由にそのシステムを操作できるようにするワナ。
トラップドア:パスワード入力やその他のセキュリティ手順を踏まずにプログラムまたはネットワークへのアクセスを許可
する方法
出典:"Stsrategic information wa巾 re: a new face of war"， Roger C. Molander， Andrew S. Riddile， Peter A. Wilson， Rand 
Corporation 
想像を絶する同時多発テロが起こった現在、上述の
シナリオに描かれたサイバー攻撃は現実性を帯びてい
る。次節では、これらのサイバー攻撃の実現可能性を
技術的に検証した実験を紹介する。
3.3.2コンビューターシステムの脆弱性の検証
DODは‘ 1997年6月、 DODのネットワークや通信、
電力等重要インフラのサイバー攻撃に対する脆弱性を
調べるため、 fEligibleReceiver Jと呼ばれる実験を行っ
た (Testimony by Mr. Richard C. Schae汀er，Jr.， 
October 6， 1999， Senate Judiciary Committee， 
Subcommittee on Technology， Terrorism and 
Govemment Information)。同実験では、国家安全保障
関連の機関に勤めるスタッフ 30人がハッカーに扮し、
以下の課題に取り組んだ。
-通信、電力等重要インフラの管理システムのスイッチ
切断
'DODのコンピューターネットワークへの不正侵入
ただし、①通信、電力等重要インフラを攻撃するシ
ミュレーションでは、実際にはスイッチを切らず、証拠と
なるサインをシステムに残すことが、②DODのネット
ワークへ不正侵入する実験では、どこまで侵入できる
かを明らかにすることが指示された。
ノ、ッカーに与えられた条件は以下のとおりである。
-職業上知り得た知識は一切使わないこと
-利用するコンピューターは、通常の販売店から好き
なもの購入すること
-商用のインターネットを利用して攻撃すること
・ハッキング、ツールは、インターネット上で一般公開さ
れているダウンロードサイトから入手すること
実験に先立ち、 3ヶ月の準備期間が設けられたが、
ノ、ッカーはこの準備期間に、通信、電力等重要インフ
ラに不正侵入して、管理システムのスイッチを切るサイ
ンを残した。また、 DODのコンピューターネットワーク
の不正侵入にも成功している。 DODのネットワークへ
の不正侵入では、テスト回数が 4万回、うち侵入に成
功したのが 36回である。この侵入に対して DODのシ
ステム管理者が検知できたのはたった 2回であった。
さらに、ハッカーは不正侵入により、 DODのすべての
ネットワークにアクセスできるシステム管理者としての
権限を不正に得ることにも成功している。
この実験から、特別な知識をもたないわずか30名が、
通信、電力等の重要インフラを麻庫させ、また世界トッ
プレベルのセキュリティの高さを誇るDODのネットワー
クを不正に制御できることが分かった。すなわち少人
，数で米国を国家安全保障上の危機に陥れることがで
きることが判明したのである。この結果は米国政府に
大きな衝撃を与え、これを契機に政府内ではサイバー
セキュリティ対策が重点課題として取り上げられるよう
になった。
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3.4米国の重要インフラ防護政策
現在、連邦政府が進めている重要インフラ防護政策
のベースとなっているのは、 2000年1月にクリントン前
大統領が発表した「情報システム防護のための国家計
画 Ver. l.0 ("The National Plan for Information 
Systems Protection Version l.0"， January， 2000， The 
White house) Jである。
同国家計画は、米国以外の諸外国政府がサイバー
セキュリティ政策立案する際に参照されることが多い。
本章では 3.4.1にて同計画策定までの経緯を振り
返った上で、 3.4.2でその概要を紹介する。
3.4.1情報システム防護のための国家計画 Ver.1.0の
策定経緯
rEligible Receiver J実験の結果、 DODのすべての
ネットワークは不正侵入の検出装置が備え付けられると
ともに、 24時間監視されるようになったOまた、 DOD以
外の政府機関も、積極的にサイバーセキュリティ対策に
取り組むようになった。
一方、政府に比べて民間では重要インフラ防護へ
の取り組みが遅かったO
このため、民間が所有する重要インフラの保護と
サービスの安定供給を民間に委ねてきた政府は、民間
と協力して重要インフラ防護する方針に切り替え、図表
2'こ示す一連の重要インフラ防護政策を開始した。
図表2最近の米国における重要インフラ防護政策の
変遷
年月 概要
1996年7月
クリントン前大統領が、大統領重要イン
フラ防護委員会(PCCIP)を設置。
1997年10月 PCCIPレポー トの発表
1998年5月 クリントン前大統領が決定指令
(PDD63)を発令
2000年1月 情報システム防護のための国家計画
Ver. 1.0を発表
(1 )PCCIPによる勧告
1996年7月、クリントン前大統領は大統領令(Exective
Order) 13010号を発令し、
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'PCCIP(大統領重要インフラ防護委員会，
President' s Commission on Critical In仕astructure
Protection)の設置
・上記委員会による重要インフラの定義
.上記重要インフラの防護策の検討
を命じた。
PCCIPは米国の安全保障や国民生活にとって必要
不可欠である
-電力供給システム
.ガス/石油生産システム
.金融システム
・通信システム
.輸送システム
・給水システム
-救急サービスシステム
.行政サービスシステム
を重要インフラに指定し、これらを阪差するための方策に
ついて検討した結果、 1997年10月に下記を勧告した。
-民間のサイバーセキュリティに関する意識を高
めるため、広範囲にわたるプログラムを開発する
・産官の協力と情報共有を促す
-現行法を見直し、重要インフラ防護の障害とな
る要因があれば排除する
-重要インフラ防護に適用できる技術を発展させ
る研究開発プログラムを推進する
・重要インフラ防要に関して、重要決議や勧告を効
果的に行うための国家的な取り組みを推進する
これは、政府が重要インフラ防護に関して民間を含
めた取り組みについて言及した初めての試みである。
(2)大統領決定指令 PDD63
PCCIPの勧告を受けたクリントン前大統領は、さらに
これにNSCによる検討を加えて、 1998年5月にPDD(大
統領決定指令， Presidential Decision Directive) 63を発
令した。 PDD63では、以下が命じられている。
• 2000年までに政府の情報システムのセキュリ
ティを著しく高め、 2003年までに信頼性が高く、
安全かっ相互接続した情報システムを構築する0
.早急にサイノtー 攻撃への警告および対応を行う
国立センターを設置する。
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民間の自主的な参加を促す。
-連邦政府機関がサイバー攻撃や物理的攻撃に対
する各自の情報システムの脆弱性を認識し、対
策を講じることで、新たな脅威にさらされる機
会を減少させる。
-個人のプライパ、ン一保護や市場の自由競争を妨
げないサイバーセキュリティ対策を実施する0
・サイノくーセキュリティ対策全般において、議会
へ参加と協力を求める。
-連邦政府が、州政府や民間の手本となるような
重要インフラ防御策を講じる。 さらにPDD63は、図表3に示す体制を構築し、これら
の課題に取り組むよう命じている。-官民が協力して重要インフラを防護できるよう
図表 3 PDD63の実施体制
体制 該当者・機関 任務
国家調整官 -初代調整官は、クラーク氏(現連邦政府テロ対策 -大統領によるPDD63の実行を補佐し、国家安
の任命 委員会・委員長)。 全保障、重要インフラ防護および国内外のテ
ロ攻撃に対して責任を持つ。
国家インフラ -連邦警察に設置され、他にDOD、USSS(米国シー -サイバー攻撃の脅威に対する警告、分析、対
防護センター クレットサー ビス)、 DOE(エネルギー 省)、 DOT(運 応策の提示、複数機関による対応の調整、攻
(NIPC)設置 輸省)、インテリジェンスコミュニティ等、コンビュー 撃抑止措置の構築および被害の復旧支援等
ター犯罪やインフラ防衛に関する省庁と民間部門 を行う。
が参加。
-サイI~ー攻撃に関する連邦政府の監視センターや
民間の情報センタ一等とネットワークで結ばれて
いる。
情報共有分 -重要インフラ産業ごとにISACを設立する。 -①サイバー攻撃、コンビューター犯罪等の脅威
析センター 'ISAC第一号は金融業界が設立し、 1999年10月か および被害、②対抗策およびそのベストプラク
(ISAC)設置 らサー ビスを提供している。 ティス、③システムの脆弱性に関する報告およ
び情報交換。
国家インフラ -委員長は大統領が直接任命する。 -定期的に会合を開催し、重要インフラ防衛のた
保証会議 -委員会の執行取締役は、委員会の執行取締役が め公共と民間セクターの協力関係強化を図
(NIAC)設置 兼務する。 る。
-委員は、大統領が、主要諸機関、国家経済会議
(NEC)および国家調整官の推薦に基づき、大手
の重要インフラ提供者と地方自治体から任命す
る。
重要インフラ -商務省に設置。 -国家調整官による国家の重要インフラ防護政
保証局 策の立案を支援。
(CIAO)設置 -重要インフラ産業が策定したセキュリティ対策
を国家計画へ組み込む。
-連邦政府の重要インフラへの依存度を分析。
-サイバーセキュリティの意識向上プログラムの l
調整や、関連法案の整備。
出典:PDD63. May 22. 1998. The White House 
この PDD63を具体的な計画に表したのが、娘行で紹介
する情報システム防護のための国家計画 Ver.1.0である。
3.4.2情報システム防護のための国家計画 Ver.1.0の概要
クリントン前大統領は PDD63に基づき、 2000年 1月、
具体的な計画「情報システム防護のための国家計画 Ver.
1.0を定めた。
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(1 )国家計画 Ver.1.0の目標
国家計画 Ver.1.0は図表4 に示す目標を定めた3
図表4 国家計画 Ver.1.0の目標
項目 概要
被害最小化・運用継 -重要インフラへのサイ/¥-攻撃
続化 による被害を最小化する。
-サイ/¥-攻撃に遭った重要インフ
ラがダウンせず、機能し続ける。
探知・対応 -タイミングを計ってサイバー 攻撃
を分離、分析し、さらに攻撃を封
じ込め、すばやくシステムを復
旧、再構築する。
強固なインフラ建設 -重要インフラへのサイバー攻撃
を、国家レベルで回避、検知およ
び対応できるような組織の構築、
人材育成、法整備を行う。
(2)国家計画 Ver.1.0のプログラム
国家計画 Ver.1.0では、 (1)の目標を達成するため、
図表5に示すプログラムが設定されている。
図表5 国家計画 Ver.1.0の目標達成へ向けたプログラム
区分
被害最
小・運用
継続
探知・対
応
強固なイ
ンフラ建
設
プログラ 概要ムNo.
重要インフラの構成要素およびそ
れらの相互依存性を分析し、脆弱
性を明確化する。
2 サイバー攻撃と不正侵入を探知す
る
3 法的な整合性を確認した上で、重
要インフラを防護するため、インテ
リジェンスコミュニティや捜査当局
の執行能力を向上する
4 サイバー 攻撃の警化告すおよび対策の
情報共有を迅速 る
5 サイバー攻撃に対する対策、シス
テムの復旧・再構築技術の開発
6 プログラム1-5を促進する研究
開発を支援する
7 積極的にサイバーセキュリティの
専門家を育成、訓練、採用する
8 サイバーセキュリティに対する市民
の認識を高める
9 プログラム1-8を促進するた
め、法整備と財政支出を実施する
10 国家計画Ver.1.0のすべての項目
において、市民のプライバシーお
よび財産に関するデータ保護の権
利を保護する
出典:The National Plan for Infonnation Systems 
Protection Version 1.0"， January， 2000， The White 
house 
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(3)国家計画 Ver.1.0を実施する政府機関
図表6に、国家計画 Yer.1.0を実施する政府機関を示
す。図表6から、政府は安全保障、研究開発、技術・対策
の標準化、人材育成、情報提供・分析等、様々な角度か
ら重要インフラ防護に取り組んでいることが分かる。
(4)Ver.2へ向けて
以上で説明したように、国家計画 Yer.1.0では、重要
インフラ防護へ向けた連邦政府主導の取り組みが中心に
なっている。このfYer.1刈とし、うのは、国家計画の構築
が初期段階にあり、今後とも進展することを意味している。
今後は、民間や地方公共団体が、各自で所有する重要イ
ンフラを院要するため、独自に、あるいは政府と共同で果
たすべき役割が注目される。現在、ブッシュ政権は国家
計画 Yer.1.0を踏まえ、議会、州政府、産業界、地域コ
ミュニティあるいは広く一般の意見を取り入れつつ、次期
国家計画 Yer.2.0を作成中であり、これは今年秋には公
関される予定である。
3.5米国の重要インフラ防護のための政府予算
図表7に米国の重要インフラ防護のための政府予算
の推移を示す。
図表7 米政府予算の推移(重要インフラ防護)
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出典 Budgetof the United States Govemment、FiscalYear 2∞1， 
0何ceof Management and Budget， The National Plan for 
Infonnation Systems Protection Version 1.0， The White 
House 
図表7カミら米国の重要インフラ防護のための政府予算
は順調に増加していることが分かる。
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図表6 米国の重要インフラ防護政策の関連組織
Executive Office of the President 
日目
機関名
OSTP: Office of Science and Technology Policy 
NSTC: National Science and Technology Council 
IWG: Interagency Working Group， 
PITAC: President's Information Technology AdvisorγCommittee 
NCO: National Coordination Office 
NSC: National Security Council 
OMB: Office of Management and Budget 
NEC: National Economic Council 
DOJ: Department of Justice， 
FBI: Federal Bureau of Investigation 
NIPC: National Infrastructure Protection Center 
DOE: Department of Energy 
NNSA: National Nuclear Security Administration 
NSF: National Science Foundation 
ACC: AdvisorγCommittee for Cyberin仕astructure，
DOC: Department of Commerce 
CIAO: Criticalln仕astructureAssurance Office 
NIST: Nationallnstitute of Standards and Technology 
DOD: Departm巴ntof Defense 
DARPA: Defense Advanced Research Projects Agency 
JTF-CND: Joint Task Force on Computer Network Defense 
27 
特集サイバーセキュリティ対策
3.6同時多発テロ後のサイバー攻撃対策
10月9日、ブ、ツシュ大統領は現連邦政府テロ対策委
員会のクラーク委員長を、新たに大統領サイバーセ
キュリティ担当補佐官に任命し、①セキュリティが高い
情報システムの早急なる構築、②サイバー攻撃の被害
を最小化するシステムの構築を命じた("FactSheet on 
New Counter-Terrorism and CyberSpace Positions"， 
October 9， 2001， The White House)。
クラーク補佐官は、任命直後に政府機関のみに使用
を限定した専用ネットワーク「ガブ、ネット」の構築計画を
発表している(“Top Cybercop Wants New Net"， 
October 10， 2001， Associated Press)。
米下院科学委員会では、 10月 10日、サイバーセ
キュリティ対策に関する公聴会が開かれ("Committee
hears sobering news on nation's cyber securityぺ
October 10， 2001， Committee on Science， US House)、
サイバー攻撃の脅威を強く懸念する議員や招鴨された
有識者が、短期、中長期的なレンジで米政府に求めら
れる取り組みについて、活発に議論した。
さらに、 10月 11日付けAP通信は、「米連邦政府は、
緊急時に救急作業員と政府職員の通話を優先させる携
帯電話システムの構築を計画しており、今後2ヵ月間で
500人分、来年末までに 5万人分の優先通話回線を確
保する予定である。 Jと報じている("U.S.Plans New 
Cellular System" ， October 11， 2001， Associated 
Press)。
10月 16日には、ブッ、ンュ大統領がサイバー攻撃に
対する重要インフラ防護命令を発し、①継続的な重要
インフラ防護、②非常用通信ネットワークの整備、③大
統領重要インフラ防護ボードの設置等を命じた。同
ボードは、民間所有の重要インフラ、公的機関の情報
システムおよび国家安全保障に関わる情報システムの
防護策の立案、調整等を司る米国の最高機関として位
置付けられている。
一方、わが国では、 10月8日、緊急テロ対策本部の
設置が閣議決定されるとともに、岡本部がテロに対する
緊急対応措置を発表した。この対応措置のうち重点推
進事項が10月 12日に決定され、「サイバーテロへの対
処能力の強化」が一項目に挙がっている。ここでは、具
体策として「対処部隊の増強、情報収集、検知・分析・
検証機材の増強及び高度化、重要インフラ防護の強化
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等により、サイバーテロへの対処能力を強化するoJこと
が示されている。
また、 10月 10日、 IT戦略本部は情報セキュリティ対
策推進会議を開催し、サイバーテロ攻撃に備え、官民
の連携強化などを柱とする対処方針をまとめた。
3.7おわりに
本稿では、サイバー攻撃の脅威が高まる中、早くから
サイバーセキュリティ政策を進めてきた米国の取り組みを
概観した。
米政府は、世界に先駆けて情報システム防護のため
の国家計画 Ver.1.0を策定し、この実施体制を固めなが
ら、積極的に研究開発、人材育成、法整備、個人のプラ
イパシ一保護および予算の支出等に取り組んでいる。特
に米政府が、民間や地方公共団体が所有する重要イン
フラに対して、これらが機能不全に陥ると国家レベルの大
混乱が生じるとしち視点から、積極的に防護政策を進め
ている点は、わが国にとって大いに参考になる。
ところで、サイバー攻撃の犯人は、自らの足跡を消す
ために第3者のコンピューターを経由する場合が多く、も
し犯人がわが国のコンピューターを経由すると、攻撃され
た側からは発信地がわが国であるかのように見える危険
性がある。すなわち、わが国のサイバーセキュリティの脆
弱性が、わが国のみならず他国にも大きなダメージを与
えf尋るのである。
さらに、現段階では、最もサイバーセキュリティ対策が
進んでいる米国ですら、重要インフラ防護が十分であると
は言えない。また、ドッグ、イヤー と言われるように、ITは急
激に進歩しており、高レベルのセキュリティ技術を開発し
ても、すぐ陳腐化する可能性が高い。
このため、わが国は早急にサイバーセキュリティを強
化するとともに、絶え間なく対策を更新してしくことが重要
である。
この点、米国の同時多発テロを契機に、わが国が緊急
テロ対策本部やIT戦略本部を中心としてサイバーテロ対
策に取り組んでし、ることは、迅速な対応と言える。
今年秋には米国が国家計画 Ver.1.0を更新した国家
計画 Ver.2.0の発表を予定しており、わが国もこれを参
考にしながら、独自の情報システム防護政策を進めてい
くことが重要である
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科学技術動向研究センターのご紹介
科学技術動向研究センターとは
平成 13年1月より内閣府総合科学技術会議が設
置され、従来以上に戦略性を重視する政策立案が検
討されています。科学技術政策研究所では、戦略策
定に不可欠な重要科学技術分野の動向に関する調
査・分析機能を充実・強化するため、 1月より新たに
「科学技術動向研究センターjを設立いたしました。
本センターでは、第2期「科学技術基本計画Jに示
されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の最
新動向に係る情報の収集や今後の方向性について
の調査・研究に、下図に示すような体制で取り組んで
います。
センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技
術会議、文部科学省へ政策立案に資する資料として
提供いたします。
センターの具体的な活動は以下の3つで、す。
(1 ) r科学技術専門家ネットワークJによる科学技術
動向分析
わが国の産学官の研究者を「専門調査員Jに委嘱
して(7月 1日現在 2670人)、インター ネットを利用し
て科学技術動向に関する幅広い情報を収集・分析す
る体制「科学技術専門家ネットワーク」を3月16日より
運営しています。このネットワークを通じて、専門調査
員より国内外の学術会合、学術雑誌などで発表され
る研究成果等、注目すべき動向や今後の科学技術
の方向性等に関する意見等を広く収集いたします。
これらの情報に、センターが独自に行う調査・研究
の結果を加え、毎月 l回、「科学技術動向jとしてまと
め、総合科学技術会議、文部科学省を始めとした科
学技術関係機関等に配布いたします。なお、この資
料はhttp://www.nistep.go.jpにおいても公開します。
(2)重要科学技術分野・領域の動向の調査研究
今後、国として取り組むべき重点事項、具体的な
研究開発課題等を明確にすることを目的とし、重要な
科学技術分野・領域に関するキーテクノロジー等を
調査・分析します。
さらに、重要な科学技術分野・領域ごとの科学技
術水準を欧米先進国と比較し、わが国の科学技術が
どのような位置にあるのかについての調査・分析も行
います。
(3)技術予測に関する調査研究
当研究所では、科学技術の長期的将来動向を総
合的に把握するため、デルファイ法による技術予
測調査をほぼ5年ごとに実施しています。これは、
今後 30年間の重要技術を抽出して、重要技術の重
要性評価や実現予測時期を分析するものであり、
センターは、多くの専門家の協力により本調査を
引き続き実施いたします。
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